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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等
 

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期

決算年月 2018年12月 2019年12月 2020年12月 2021年12月 2022年12月

売上高 （千円） 13,276,591 11,615,506 11,777,585 15,682,548 22,079,859

経常利益 （千円） 508,954 562,509 459,971 634,611 1,236,560

親会社株主に帰属する当期純

利益
（千円） 192,093 449,215 313,385 436,641 855,983

包括利益 （千円） 97,270 479,742 335,797 550,343 915,355

純資産額 （千円） 5,828,329 6,249,468 6,442,031 6,934,202 7,794,508

総資産額 （千円） 9,782,282 11,028,997 12,716,301 14,618,983 13,663,971

１株当たり純資産額 (円) 489.44 523.53 552.37 595.15 667.39

１株当たり当期純利益金額 （円） 16.15 37.77 26.69 37.61 73.73

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 59.5 56.5 50.4 47.3 56.7

自己資本利益率 （％） 3.3 7.5 5.0 6.6 11.7

株価収益率 （倍） 18.6 8.7 11.5 7.3 4.4

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 725,917 197,508 △820,641 △709,651 1,038,792

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △531,528 12,197 △836,438 △15,050 △20,551

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △40,707 490,838 1,820,630 497,052 △1,104,921

現金及び現金同等物の期末残高（千円） 2,551,063 3,250,521 3,415,065 3,261,519 3,228,051

従業員数 （人） 139 144 144 139 133

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適

用しており、当連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等と

なっております。
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(2)提出会社の経営指標等
 

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期

決算年月 2018年12月 2019年12月 2020年12月 2021年12月 2022年12月

売上高 （千円） 12,032,292 9,821,799 10,197,764 14,575,907 19,663,467

経常利益 （千円） 291,418 381,667 199,748 324,183 788,675

当期純利益 （千円） 27,768 324,208 130,217 205,231 539,189

資本金 （千円） 1,389,836 1,389,836 1,389,836 1,389,836 1,389,836

発行済株式総数 （株） 11,906,880 11,906,880 11,906,880 11,906,880 11,906,880

純資産額 （千円） 5,552,090 5,838,644 5,832,196 6,002,187 6,484,529

総資産額 （千円） 9,188,914 10,078,677 11,905,210 13,059,929 11,936,958

１株当たり純資産額 (円) 466.77 490.87 502.37 517.02 558.58

１株当たり配当額
（円）

5.00 5.00 5.00 5.00 8.00

(うち１株当たり中間配当額) (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 （円） 2.33 27.26 11.09 17.68 46.45

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 60.3 57.9 49.0 46.0 54.3

自己資本利益率 （％） 0.5 5.7 2.2 3.5 8.6

株価収益率 （倍） 128.8 12.0 27.8 15.6 6.9

配当性向 （％） 214.2 18.3 45.1 28.3 17.2

従業員数 （人） 97 97 96 90 82

株主総利回り （％） 51.7 88.3 54.7 50.2 59.3

（比較指標：配当込みTOPIX） （％） (84.0) (99.2) (106.6) (120.2) (117.2)

最高株価 (円) 888 518 513 347 402

最低株価 (円) 259 302 210 260 230

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．最高株価及び最低株価は、2022年４月４日以降は東京証券取引所スタンダード市場におけるものであり、

2022年４月３日以前は東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用し

ており、当事業年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となってお

ります。
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２【沿革】

　当社の前身は、1924年３月に東京都中央区築地において山本敬蔵氏が個人で山本商会を創業、工作機械の輸入販売

を開始したことに始まります。1934年２月に株式会社に改組し、業務の分離、独立を経て、1949年２月に新たに株式

会社山本商会（資本金500千円)を設立いたしました。その後、1977年10月に同社を株式会社山本グループに商号変更

し、営業部門を分離、山本機械通商株式会社（資本金20,000千円）を設立いたしました。

　山本機械通商株式会社（現ＹＫＴ株式会社）設立後の当社グループの概要は、次のとおりであります。

年月 概要

1977年10月 工作機械の輸入販売を目的として山本機械通商株式会社（現ＹＫＴ株式会社）を設立、ドイツハ

ンブルグにドイツ事務所開設。

1982年７月 ロロマティック社（スイス）と総代理店契約を締結し、工具研削盤の輸入販売を開始。

1984年11月 松下電器産業株式会社（現パナソニックホールディングス株式会社）と代理店契約を締結し、電

子部品実装機（電子機器）の輸出・国内販売を開始。（のちに松下電器グループの企業再編等に

より、2006年４月付でパナソニックファクトリーソリューションズ株式会社（現パナソニックコ

ネクト株式会社）及びパナソニックＦＳエンジニアリング株式会社と代理店契約を締結しており

ます。）

1984年11月 オプティカル・ゲージング・プロダクツ・インコーポレテッド社（米国）と総代理店契約（2004

年２月、同社グループの企業再編によりクオリティ・ビジョン（ＱＶＩ)社との代理店契約に移

行）を締結し、非接触三次元測定システム（測定機器）の輸入販売を開始。

1988年10月 宮城県仙台市に仙台営業所を開設。

1989年10月 長野県諏訪市に長野営業所（2014年５月諏訪郡下諏訪町に移転）を開設。

1992年12月 名古屋事務所ビルが竣工し、名古屋営業所（現名古屋支店）移転（名古屋市南区）。

1996年10月 台湾台北市近郊に台湾事務所を開設。

1997年４月 ワイケイティ株式会社（現ＹＫＴ株式会社）に商号変更。

1999年７月 メーゲレ社（スイス）と総代理店契約を締結し、大型平面研削盤の輸入販売を開始。

2001年３月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

2001年10月 中国上海市に100％出資の現地法人、微科帝（上海）国際貿易有限公司（現連結子会社）を設立。

2002年４月 サンインスツルメント株式会社（現連結子会社）の株式取得。

2003年10月 株式会社山本グループと合併し、ＹＫＴ株式会社が承継会社となる。

2003年12月 事業活動から発生する環境負荷を削減する目的で、当社本社においてISO14001の認証を取得。

2004年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

2005年１月 当社ドイツ事務所を発展させ、全額出資子会社　YKT　Europe　GmbH（非連結子会社）を設立。

2006年12月 当社台湾事務所を現地法人化し、微科帝貿易股份有限公司（現連結子会社）を設立。

2008年８月 大阪支店ショウルーム付新社屋竣工、同支店を現所在地に移転（大阪府吹田市）。

2009年１月 プラティット社（スイス）と総代理店契約を締結し、ＰＶＤアーク工法コーティング炉の輸入販

売を開始。

2010年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱに上場。

2010年10月 ペムテック社（フランス）と総代理店契約を締結し電解加工機の輸入販売を開始。

2013年７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）

に上場。

2015年10月 タイ・バンコクにYKT(Thailand)Co.,Ltd.(出資比率49.0％　現連結子会社）を設立。

2018年７月 東京都府中市にデモンストレーションセンターを開設。

2020年10月 東京都渋谷区の本社所在地に新本社ビルを竣工。

2022年４月 東京証券取引所の市場区分再編に伴い、東京証券取引所スタンダード市場へ移行。

　（注）１．1977年10月の当社設立以前からの、海外メーカーとの総代理店契約締結については、設立後も継続して更新

されております。

２．大阪営業所（現大阪支店）及び名古屋営業所（現名古屋支店）は、1977年10月の当社設立前に開設されてお

ります。
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３【事業の内容】

当社グループは当社（ＹＫＴ株式会社）と連結子会社４社及び非連結子会社１社で構成され、電子機器及び工作機

械、測定機器等の設備機械の販売及びそれらの取引に関連する保守・サービス等を主たる業務としております。

当社グループの事業は「電子機器及び工作機械等」の販売と「光電子装置」の販売に区分され、それらの事業内容

と当社及び子会社の位置付けは次のとおりであります。

なお、次の２部門は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項」に掲げるセグメン

トの区分と同一であります。

（1）電子機器及び工作機械等

電子機器等

当社が国内メーカーより仕入れ、国内ユーザー及び海外ユーザーへ販売しております。

主要商品はパナソニックコネクト㈱製の電子機器（電子部品実装機等）であります。国内は当社が販売し、海

外は主に中国及び台湾向けの販売で、微科帝（上海）国際貿易有限公司（連結子会社・中国）、微科帝貿易股份

有限公司（連結子会社・台湾）を経由して販売しております。

工作機械、測定機器、産業機械等

当社が海外メーカーより仕入れ、国内ユーザー及び海外ユーザーへ販売しております。

主要商品は欧州メーカーの工作機械（工具研削盤、特殊研削盤、多軸自動盤等）、米国及び欧州メーカーの測

定機器（非接触三次元測定システム、工具測定機等）、欧州メーカーの産業機械（コーティングシステム等）で

あります。YKT(Thailand)Co.,Ltd（連結子会社・タイ）は主にこれら商品の東南アジア地区での販売活動を行っ

ております。

非連結子会社のYKT-Europe GmbHは当社の輸入先である欧州メーカーとの取引業務のサポートを行っておりま

す。

（2）光電子装置

サンインスツルメント株式会社（連結子会社）が国内及び海外メーカーより仕入れ、国内及び海外ユーザー

に販売しております。

主要商品は光アンプ、ファイバーレーザー、レーザー加工装置等であります。

[事業系統図]

以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業の内容

議決権の
所有割合
又は被所
有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

微科帝（上海）国際貿易

有限公司（注）２、４
中国　上海市 5,546千人民元

電子機器及び

工作機械等
100.0

当社商品の中国への

販売及び商品の仕入

微科帝貿易股份有限公司 台湾　台北市 19,000千台湾ドル
電子機器及び

工作機械等
100.0

当社商品の台湾への

販売及び商品の仕入

サンインスツルメント㈱ 東京都品川区 50百万円 光電子装置 100.0
商品の仕入

役員の兼任あり

YKT(Thailand)Co.,Ltd.

（注）３
タイ　バンコク 4,000千タイバーツ

電子機器及び

工作機械等
49.0

当社商品のタイへの

販売

（注）１．「主要な事業の内容」欄にはセグメントの名称を記載しております。

　　　２．特定子会社に該当しております。

　　　３．持分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。

　　　４．微科帝（上海）国際貿易有限公司については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売

上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　　　　 (1）売上高 　　2,314,467千円

　　　　　　　　　　　　 (2）経常利益 　　267,389千円

　　　　　　　　　　　　 (3）当期純利益 　196,620千円

　　　　　　　　　　　　 (4）純資産額 　　983,115千円

　　　　　　　　　　　　 (5）総資産額 　1,338,461千円

 

５【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

 2022年12月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

電子機器及び工作機械等 127

光電子装置 6

合計 133

　（注）従業員数は就業人員であります。

 

(2）提出会社の状況

   2022年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

82 43.5 16.0 8,837,971

 

セグメントの名称 従業員数（人）

電子機器及び工作機械等 82

合計 82

（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況

　現在、当社グループにおいて労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好な状態であります。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1)会社の経営の基本方針

　当社グループは金属を加工する工作機械、および電子部品実装機などの電子機器を中心とした生産設備の販売を

行なう機械専門商社です。創業以来「産業の西と東を結ぶ橋」として、国内外の生産設備をお客様へ提供し利潤を

あげていただくことで発展・成長を遂げてきました。

　機械設備の総合プランナーとして適切な提案を行なうセールスエンジニアと納入する生産設備の試運転・修理を

担う技術部門が連携することで、信頼と感動を与える商品・サービスを提供することを基本方針としています。

(2)中長期的な会社の経営戦略

　当社グループは2024年に創業100周年を迎えます。第12次中期経営計画は次の100年の発展に向けて礎を築く期間

として、以下のテーマに取組み会社の持続的成長と企業価値の向上に努めてまいります。

　目標

　①　収益力の向上

　　　2024年度に連結売上高140億円、営業利益７億円（営業利益率5.0％）以上を目指す。

②　経営効率の向上

　　　資本効率の向上により、ＲＯＥ（自己資本利益率）5.0％以上を目指す。

 

基本戦略

①　主力商品（電子機器および工作機械）の収益力強化

　　　主要メーカーとの連携を強化し販売力、技術力の強化を図る。

　　　高精度、微細加工を必要とする次世代製品への対応。

　　　高付加価値商品の提案により利益率の向上を図る。

②　新市場、および新商品への積極対応

　　　海外子会社との連携による市場開拓。

　　　ニッチ商品の発掘と提案。

③　光電子装置販売の発展

　　　レーザーラボラトリーの活用による市場開拓。

　　　次世代高速通信に向けた光通信分野の展開。

④　環境問題への対応

　　　企業活動により発生する環境負荷の削減に具体的目標を定め、実践する。

　　　環境に配慮した商品の販売。

⑤　非財務的事項の充実

　　　人的資源への投資。

　　　サステナビリティの推進。

　　　ＢＣＰ（事業継続計画）の見直し。

 

(3)経営環境について

　当社グループの主力商品である、電子機器、工作機械及び測定機器の主たる販売先はいずれも製造業でありま

す。

　電子機器の販売市場では、当社は主として電子部品実装機及びその関連機器を販売しております。具体的にはパ

ナソニックコネクト㈱製モジュラーマウンター、スクリーン印刷機及び国内メーカーの液晶ボンダーであります。

パソコン、スマートフォンなど情報機器の小型高性能化や、自動車の電動化、安全技術の高度化の進展により、電

子部品の高精度な実装及び高速化が望まれております。当連結会計年度においてはスマートフォンなどの通信機器

向け設備投資は縮小傾向にありましたが、環境や先端安全技術の対応などにより車載向け設備投資が拡大傾向にあ

り、今後も同製品の需要が拡大するものと推測いたします。

　工作機械の販売市場では、当社は主として高精度な微細加工が特徴であるロロマティック社（スイス）製の工具

研削盤の輸入販売を行っております。お客様である切削工具メーカーは、当社が販売した工具研削盤により、金属

の精密微細加工を行い、超硬小径エンドミル（工作機械へ装着し、鋼材、ステンレス、アルミなどを加工する工

具）などを製造しております。切削工具は電子部品や情報通信機器、自動車、航空機関連などの製造業で使用され

ております。今後も製品の小型化・微細化が進展する方向にあり、そのための切削工具、そしてそれを製造するた

めの高精度な工具研削盤は欠かせないものであります。コロナ禍からの経済活動の再開により、電気自動車（EV）

など自動車関連への設備投資回復が見られております。

　測定機器の販売市場では、当社は主として光学式三次元測定機の輸入販売を行っております。製品の形状を精度

高く容易に測定することができ、業界を問わず試作品や完成品検査には欠かせない装置であります。米国のＱＶＩ
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社の製品であり、同社は画像による非接触測定機のパイオニアとして世界65ヵ国以上に納入実績があり、高度な技

術力と長年の信頼性の確保とともに、日本では同製品に特化したソフトウエア企業と連携し、日本での使い勝手の

良さを追求した商品となっております。今後も品質管理の観点から一定のニーズがあるものと考えております。

 

(4)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当社グループの主要事業は、電子部品実装機を中心とする電子機器の国内及び輸出販売、ならびに工作機械及び

測定機器の輸入販売であります。

　電子機器の輸出販売は主に中国市場向けですが、当連結会計年度の設備投資需要の流れは、これまでのスマート

フォンなどの通信機器向けから、脱炭素化に向けた電気自動車（EV）を始めとする車載関連向けへ市場の変化が見

られました。このような状況に当社グループでは、早期の情報収集に努め、市場動向を見極め、需要の変化を捉え

た販売活動を実践することにより、同市場への販売の拡大を実現できました。また、工作機械及び測定機器の輸入

販売においても、新型コロナウイルス感染症により販売活動に制限がある中、潜在的なお客様のニーズを把握し、

先送りされていた設備投資需要の回復時に迅速な対応をすることにより、販売の回復につなげることができまし

た。今後も、地政学的リスクや産業構造の変化に対し、市場動向を見極め、適切な判断を行い、市場の変化に対応

できる販売体制を維持するとともに、財務基盤の安定化を図り、お客様の期待に応えるべくサービスの提供を実践

してまいります。
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２【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 設備投資需要の変動

　製造業の設備投資は景気動向に大きく左右されます。当社グループの主要商品である電子機器、工作機械の需要

先は主に電機・機械・工具・自動車等の製造業であり、これら業界の設備投資需要が当社グループの経営成績の大

きな変動要素となります。過去においては2008年のリーマンショックの際に大きく影響を受け、業績の悪化ととも

に人員削減などの経費削減策を実施しました。今後も外的要因により設備投資需要が大きく変動する可能性もあり

ますが、この状況に対処するため財務体質の健全化を図り、長期的な成長戦略を実施してまいります。

 

(2) 海外需要の変動

　当社グループの取扱商品である電子機器の輸出販売先は主に中華圏（台湾、中国）のユーザーであります。これ

らのユーザーは大規模な生産設備を有する場合が多く、大型の設備投資となることがあります。その反面、世界的

な景気動向により設備投資が大きく変動することがあり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　この状況に対処するため、海外の連結子会社との連携により債権管理の強化と商品在庫の適正化に努めてまいり

ます。

 

(3) 為替変動が収益に与える影響

　当社グループの取扱商品のうち工作機械、産業機械は、海外メーカーからの外貨による仕入れ、支払いでありま

す。これらの商品については基本的に為替予約取引を行い、その他の外貨建買掛金の支払いに関しても短期間で支

払いを行うことにより、為替リスクの低減を図っております。また、電子機器の輸出販売は主として円貨建て取引

のため、急激な為替相場の変動により、顧客の購入価格が割高になる事があります。その場合、顧客の購入意欲が

減退する可能性がありますが、信頼の高い商品及びサービスを提供することで、当社グループの収益への影響は抑

えられるものと思われます。当連結会計年度のおいては、欧米諸国と日本の金利政策の違いにより、為替相場が円

安基調に推移し、当社グループにおいても、輸入仕入に関してはコスト高となり、利益及び販売価格に影響があり

ました。しかし、電子機器の輸出販売においては、円貨建て取引のため、顧客の支払に有利となり、購入意欲が増

す状況にもなり、結果的に輸出入両面の取引を扱う当社グループにおいては、為替変動が収益に与える影響は限定

的であったと判断いたします。

 

(4) 特定取引先への依存状況

　当社グループの主要商品のうち主として電子機器はパナソニックコネクト㈱の製品を、同社及び同社のグループ

会社より、工作機械はロロマティック社（スイス）の製品を同社から仕入れ、販売しておりますが、これら２社の

製品販売比率が当社グループの売上高の過半数を占めております。

　現在、両社（またはグループ）とは代理店契約を締結しており、当該契約は今後も継続される予定ですが、契約

が解除された場合及び同社の事業計画の変更により当該事業が縮小された場合、当社グループの事業及び経営成績

に悪影響を及ぼす可能性があります。両社とは契約締結以来、事業縮小の例もなく、両社とは友好的な関係が継続

されております。今後も引き続き代理店として信頼される販売力、技術力の育成に努めてまいります。

 

(5) 財務制限条項について

　当社は、新本社建物の建設資金を安定的に調達するため、取引銀行２行とコミットメント期間付タームローン契

約を締結しておりますが、市場環境の悪化により商品需要が縮小し、業績が悪化した場合、以下の財務制限条項に

抵触する恐れがあります。

　みずほ銀行との契約については、各年度の決算期の末日における貸借対照表における純資産の部の金額が、2018

年12月に終了する決算期の末日または当該決算期の直前の決算期の末日における貸借対照表における純資産の部の

金額のいずれか大きい方の75％以上に維持する。

　三菱ＵＦＪ銀行との契約については、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の合

計額が、2017年12月決算期の末日における純資産の部の合計額または前年度決算期の末日における純資産の部の合

計額のいずれか大きい方の75％以上に維持する。

　当連結会計年度末において、上記事象への該当はありません。引き続き安定的な業績を確保するため、利益率の

向上に努めてまいります。
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(6) 新型コロナウイルス感染症の拡大による影響と感染防止策について

　新型コロナウイルス感染症の拡大については、徐々に行動制限が緩和され、経済活動も正常化に向かっておりま

す。そのため当社グループへの影響は限定的であり、翌連結会計年度以降においても著しい状況の悪化はないもの

と仮定しておりますが、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響は不確定要素が多く、翌連結会計年度以降の

当社グループの財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。これまでのように行動制限があった場合で

も、当社グループで長年培ってきた営業力、技術力とグループ間の連携強化により、お客様より信頼されるサービ

スを提供してまいります。

　また、企業内感染の防止策として、各拠点においては換気機能の強化や、事務スペースのフリーアドレス化によ

る従業員の密集回避、Web会議システムの利用、テレワークの推奨などにより、感染の防止に努めております。

 

(7) 繰延税金資産について

当社グループは税効果会計を適用し、繰延税金資産を計上しております。繰延税金資産の計算は、将来の課税所

得等に関する見積りや仮定に基づき計算しておりますが、実際の課税所得等は見積りや仮定と異なる可能性があ

り、将来において繰延税金資産の全部または一部が回収できないと判断した場合には、繰延税金資産は減額され、

当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」とい

う。）の状況の概要は次のとおりであります。

 

①　経営成績の状況

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の収束時期は見えないものの、徐々に行動制

限が緩和され、経済活動の正常化が進みました。しかし、中国での感染対策による都市封鎖、ロシアのウクライナ

侵攻とそれに対する各国の経済制裁などにより、原材料価格や物流コストの高騰が見られました。また、日本と主

要国との金融政策の相違により、為替相場が急速な円安進行になるなど、景気の先行きは不透明な状況で推移いた

しました。

当社グループの主要販売先である電機・機械・自動車等の製造業におきましては、中国市場では、都市封鎖によ

り一時的に生産と物流の停滞が見られましたが、その後、経済活動は正常化に向かい、設備投資需要が拡大いたし

ました。国内でもコロナ禍で先送りされていた設備投資需要が再開し回復基調に推移いたしました。

こうした中、当社グループではコロナ後を見据えた第12次中期経営計画「YKT Vision 100（100年に向けて）」

をスタートさせ、電子機器及び工作機械等の主力商品の販売力・収益力の強化に取り組み、実践してまいりまし

た。

その結果、電子機器の輸出販売は、電気自動車（EV）など車載関連の設備投資需要により、工作機械の国内販売

も工具研削盤等の需要回復によりそれぞれ増加し、連結売上高は220億７千９百万円（前期比40.8％増）となりま

した。利益面でも、売上高の増加により営業利益10億７百万円（前期比118.5％増）、経常利益12億３千６百万円

（前期比94.9％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は８億５千５百万円（前期比96.0％増）となりました。

 

セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。

（電子機器及び工作機械等）

電子部品実装機を中心とした電子機器は、中国市場では都市封鎖などにより、一時的に物流の停滞が見られま

したが、脱炭素化に向けた電気自動車（EV）、安全技術の進化などにより、車載関連の設備投資需要が順調に推

移し輸出販売が増加しました。また、工具研削盤を中心とした工作機械も、経済活動の正常化とともに設備投資

需要が回復し、国内販売が増加いたしました。その結果、当セグメントの売上高は211億９千万円（前期比41.8％

増）、営業利益８億９千８百万円（前期比140.0％増）となりました。

（光電子装置）

光電子装置の販売は光通信部品、レーザー装置等の販売が堅調に推移し、当セグメントの売上高は９億１百万

円（前期比20.7％増）、営業利益１億６百万円（前期比26.6％増）となりました。

 

②　財政状態の状況

当連結会計年度末における財政状態は、商品残高が減少したことなどにより総資産は136億６千３百万円（前期

比6.5％減）となりました。

（流動資産）

当連結会計年度末における流動資産は、前連結会計年度末に比べ９億３千９百万円減少し、93億３千１百万円

となりました。これは受取手形、売掛金及び契約資産（前期までの表示は受取手形及び売掛金）が２億３百万円

増加しましたが、商品残高が13億６千９百万円減少したことなどによるものです。

（固定資産）

当連結会計年度末における固定資産は、前連結会計年度末に比べ１千５百万円減少し、43億３千２百万円とな

りました。これは減価償却により建物及び構築物が１千５百万円減少したことなどによるものです。

（流動負債）

当連結会計年度末における流動負債は、前連結会計年度末に比べ16億５千７百万円減少し、31億５千４百万円

となりました。これは短期借入金が８億円、前受金が７億４千５百万円減少したことなどによるものです。

（固定負債）

当連結会計年度末における固定負債は、前連結会計年度末に比べ１億５千７百万円減少し、27億１千５百万円

となりました。これは長期借入金が１億９千６百万円減少したことなどによるものです。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末に比べ８億６千万円増加し、77億９千４百万円となり

ました。これは配当金の支払いが５千８百万円ありましたが、親会社株主に帰属する当期純利益が８億５千５百

万円となり利益剰余金が７億９千７百万円増加したことなどによるものです。
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③　キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ３千３百

万円減少し、当連結会計年度末は32億２千８百万円（前期比1.0％減）となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、以下のとおりであります。　

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は10億３千８百万円となりました。これは主として、前受金の減少額が７億６千

７百万円、売上債権の増加額が３億４千３百万円、法人税等の支払額が３億２千６百万円となりましたが、税金

等調整前当期純利益が12億３千６百万円、棚卸資産の減少額が14億２千万円となったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は２千万円となりました。これは主として、有形固定資産取得による支出１千３

百万円があったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は11億４百万円となりました。これは主として、長期借入れによる収入９億５千

万円がありましたが、長期借入金の返済による支出11億８千６百万円、短期借入金の減少額が８億円となったこ

とによるものです。

 

④　生産、受注及び販売の実績

　a．生産実績

該当事項はありません。

　b．受注実績

当連結会計年度の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円）
前年同期比
（％）

受注残高（千円）
前年同期比
（％）

電子機器及び工作機械等 19,858,902 106.4 4,766,036 79.5

光電子装置 1,111,407 127.2 545,022 168.6

合計 20,970,310 107.4 5,311,059 84.0

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．受注高及び受注残高は販売金額によっております。なお、受注高には条件変更、為替変動等に伴う金額調整

分を含めております。
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　c．販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　2022年１月１日
至　2022年12月31日）

前年同期比（％）

電子機器及び工作機械等（千円） 21,190,118 141.8

光電子装置（千円） 889,740 120.6

合計（千円） 22,079,859 140.8

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　　２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。

相手先

前連結会計年度
（自 2021年１月１日
至 2021年12月31日）

当連結会計年度
（自 2022年１月１日
至 2022年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

SHANGHAI HENGWANG

MECHINERY TECHNOLOGY CO.
－ － 7,971,525 36.1

WINLONG INTERNATIONAL

LIMITED
8,304,144 53.0 3,354,831 15.2

 

（2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①　当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

経営成績の分析

　（電子機器及び工作機械等）

当セグメントの売上高は211億９千万円（前期比41.8％増）となりました。国内では新型コロナウイルス感染

症による行動制限が徐々に緩和され、経済活動が正常化に向かい、製造業の設備投資も回復基調に推移しまし

た。このような環境の中、当社グループの主要商品である工具研削盤等の工作機械の輸入販売も、工具メーカー

で先送りされていた設備投資計画が再開されたことにより増加いたしました。しかし、新型コロナウイルス感染

症の影響やロシアによるウクライナ侵攻により、原材料価格の高騰、為替相場が急速に円安基調に推移したこと

などにより、販売コストの上昇が見られました。電子部品実装機等の電子機器の輸出販売は、主に中国向けであ

り、上海市等で都市封鎖が実施され一時的な物流の停滞が見られるとともに、スマートフォンなどの通信機器向

けの設備投資には減速感がありましたが、電気自動車（ＥＶ）を始めとする車載関連の設備投資が拡大し、当社

グループの販売活動をそれらの市場に積極展開した結果、電子機器の輸出販売も高水準に推移いたしました。

（光電子装置）

当セグメントの売上高は９億１百万円（前期比20.7％増）となりました。５Ｇ関連の光通信部品や製造業で高

精度な加工を目的とする産業用レーザー装置や研究用レーザーの販売が増加しました。

 

これらの要因により、当連結会計年度の売上高は220億７千９百万円（前期比40.8％増）、売上総利益が33億５

千７百万円（前期比35.7％増）となり、「第12次中期経営計画（2022年度から３年間）」の初年度年度計画（連

結売上高130億円、売上総利益28億円）に達することができました。

費用面では新型コロナウイルス感染症による行動制限が緩和されたことにより、経済活動が正常化に向かい事

業活動が活発化し、海外渡航も再開されたため、旅費交通費等の営業活動費用が増加しました。また、４年ぶり

に開催されたJIMTOF2022（第31回日本国際工作機械見本市）を始めとして、各地での展示会の開催も再開され、

広告宣伝費が増加しました。そのほか業績回復により人件費の増加が見られ、販売費及び一般管理費の総額は23

億５千万円（前期比16.7％増）となりました。その結果、営業利益10億７百万円（前期比118.5％増)となりまし

た。

営業外収益では電子機器取引に関する仕入割引金額の増加や為替差益の計上等があり、経常利益12億３千６百

万円（前期比94.9％増）となりました。

また、当連結会計年度においては特別利益及び特別損失の計上はなく、親会社株主に帰属する当期純利益は８

億５千５百万円（前期比96.0％増）となりました。
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当連結会計年度は「第12次中期経営計画（2022年度から３年間）」の初年度にあたりますが、電子機器の輸出

販売が、想定を上回る需要で推移し計画数値に達することができました。しかし、足元ではこれら旺盛な設備投

資需要の反動と欧米でのインフレ、中国の景気減速懸念等により、設備投資需要は減少傾向にあります。今後も

市場の変化に対応した販売活動を行い、翌年度以降も計画目標の達成に努めてまいります。その計画の概要につ

きましては「第２　事業の状況　１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等　（2）中長期的な会社の経営戦

略」に記載しております。

 

財政状態の分析

財政状態の分析につきましては「（1）経営成績等の状況の概要　②　財政状態の状況」に記載のとおりであり

ます。

 

資本の財源及び資金の流動性

当社グループの運転資金需要のうち主なものは、商品の仕入ならびに販売費及び一般管理費等の営業費用であ

り、投資を目的とした資金需要の主なものは設備投資等によるものであります。

当社グループでは事業活動上必要な資金を安定的に確保することを基本方針としております。

運転資金は自己資金及び金融機関からの借入金を基本としており、当連結会計年度における金融機関からの資金

調達は長期借入金で９億５千万円実施し、当座貸越枠15億５千万円から必要に応じて短期借入金を実施いたしまし

た（当期末残高はなし。）。設備投資資金に関しましても自己資金及び金融機関からの借入金を基本としており、

2020年度に完成した本社ビルに関しては、取引銀行２行とのコミットメント期間付タームローン契約により資金調

達を行っており、当連結会計年度末残高は８億８千万円となっております。

 

②　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

連結財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものについて

は、「第５　経理の状況　１ 連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載

のとおりであります。

 

 

４【経営上の重要な契約等】

（1）代理店契約の状況

契約会社名 商品別 相手先 国名 契約内容 契約期間

ＹＫＴ㈱ 電子機器 パナソニックコネクト㈱ 日本 代理店契約
2006年４月から自動更
新(注)２

ＹＫＴ㈱ 電子機器
パナソニックＦＳエンジニア
リング㈱

日本 代理店契約
2008年１月から自動更
新(注)２

ＹＫＴ㈱ 工作機械 インデックス社 ドイツ 総代理店契約
1977年６月から自動更
新(注)１、２

ＹＫＴ㈱ 工作機械 ロロマティック社 スイス 総代理店契約
1982年７月から自動更
新(注)２

ＹＫＴ㈱ 測定機器
クオリティ・ビジョン・イン
ターナショナル・インコーポ
レテッド社

米国 総代理店契約
2004年２月から自動更
新(注)２

ＹＫＴ㈱ 産業機械 プラティット社 スイス 総代理店契約
2009年１月から自動更
新(注)２

ＹＫＴ㈱ 産業機械 ペムテック社 フランス 総代理店契約
2010年10月から自動更
新(注)２

　（注）１．当社設立（1977年10月）前の総代理店契約については、当社の前身の株式会社山本グループ（2003年10月当

社と合併）と締結していたものであり、当社が引継ぎ、継続して更新されております。

２．自動更新契約は、当社又は相手先からの契約解除の申し出がない限り、自動的に契約更新がされるものであ

ります。

 

（2）コミットメント期間付タームローン契約

　当社は、みずほ銀行及び三菱ＵＦＪ銀行とコミットメント期間付タームローン契約を締結しております。

　①　株式会社みずほ銀行

a．コミットメント期間付タームローン契約の内容

　　総貸付限度額　　　　　　　500百万円

　　契約締結日　　　　　　　　2018年12月25日

　　コミットメント期間　　　　2018年12月28日から2020年9月30日

　　満期日　　　　　　　　　　2038年11月30日

　　契約期間　　　　　　　　　2018年12月25日から2038年11月30日
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b．コミットメント期間付タームローン契約の目的

　新本社建物の建設資金を安定的に調達することを目的といたします。

c．財務制限条項

　各年度の決算期の末日における貸借対照表における純資産の部の金額が、2018年12月に終了する決算期の末日

または当該決算期の直前の決算期の末日における貸借対照表における純資産の部の金額のいずれか大きい方の

75％以上に維持する。
 

　②　株式会社三菱ＵＦＪ銀行

a．コミットメント期間付タームローン契約の内容

　　総貸付限度額　　　　　　　500百万円

　　契約締結日　　　　　　　　2018年12月17日

　　コミットメント期間　　　　2018年12月27日から2020年10月30日

　　満期日　　　　　　　　　　2038年12月14日

　　契約期間　　　　　　　　　2018年12月17日から2038年12月14日

b．コミットメント期間付タームローン契約の目的

　新本社建物の建設資金を安定的に調達することを目的といたします。

c．財務制限条項

　各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の合計額が、2017年12月決算期の末日に

おける純資産の部の合計額または前年度決算期の末日における純資産の部の合計額のいずれか大きい方の75％以

上に維持する。

 

 

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度における重要な設備投資はありません。

 

２【主要な設備の状況】
当社グループにおける主な設備は次のとおりであります。

(1)提出会社
（2022年12月31日現在）

 

事業所名

（所在地）

セグメント

の名称
設備の内容

帳簿価額

従業員数

（人）
建物及び

構築物

（千円）

土地

（千円）

（面積㎡）

工具

器具備品

（千円）

リース資産

（千円）

その他

（千円）

合計

(千円）

本社

（東京都渋谷区）

電子機器及

び工作機械

等

事務所 606,107
456,417

(346.81)
7,303 38,163 － 1,107,991 38

デモンストレーショ

ンセンター

（東京都府中市）

電子機器及

び工作機械

等

事務所 29,346 － 1,963 － － 31,309 18

名古屋支店

（名古屋市南区）

電子機器及

び工作機械

等

事務所 95,219
435,533

（600.34)
892 － － 531,645 8

大阪支店

（大阪府吹田市）

電子機器及

び工作機械

等

事務所 159,470
297,787

(377.57)
102 － － 457,361 14

本社ビル

（東京都渋谷区）

電子機器及

び工作機械

等

賃貸用不動産 －
－

(－)
－ － 1,052,228 1,052,228 －

大阪支店ビル

（大阪府吹田市）

電子機器及

び工作機械

等

賃貸用不動産 －
－

(－)
－ － 627,246 627,246 －

 
(2)国内子会社

(2022年12月31日現在)
 

会社名
事業所名

（所在地）

セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額

従業員数

（人）
建物及び

構築物

（千円）

土地

（千円）

（面積㎡）

工具

器具備品

（千円）

合計

（千円）

サンインスツルメント㈱
本社

(東京都品川区)
光電子装置 事務所 394 － 10,116 10,510 6

 
 

(3)在外子会社
（2022年12月31日現在）

 

会社名
事業所名

（所在地）

セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額

従業員数

（人）
建物及び

構築物

（千円）

工具

器具備品

（千円）

合計

（千円）

微科帝（上海）国際貿易有限公司
本社

(中国　上海市)

電子機器及び

工作機械等
事務所 － 3,191 3,191 24

微科帝貿易股份有限公司
本社

(台湾　台北市)

電子機器及び

工作機械等
事務所 － 468 468 15

YKT(Thailand)Co.,Ltd.
本社

(タイ　バンコク)

電子機器及び

工作機械等
事務所 0 2,209 2,209 6

　（注）提出会社の本社ビル及び大阪支店ビルの賃貸用不動産は、本社ビル及び大阪支店ビルの一部を賃貸しているもの
であり、貸借対照表では、「投資その他の資産」の「投資不動産」として表示しております。
 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
(2022年12月31日)

提出日現在発行数（株）
(2023年３月27日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,906,880 11,906,880
東京証券取引所

スタンダード市場
単元株式数100株

計 11,906,880 11,906,880 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2016年３月31日

（注）
18 11,906 4,126 1,389,836 － 1,373,361

(注)2016年３月31日に、新株予約権の行使により発行済株式総数が18千株、資本金が4,126千円増加しました。
 

 

（５）【所有者別状況】

       2022年12月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未
満株式
の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 28 32 15 13 6,502 6,592 －

所有株式数

（単元）
－ 594 4,722 1,737 2,307 529 108,785 118,674 39,480

所有株式数の

割合（％）
－ 0.50 3.98 1.46 1.94 0.45 91.67 100 －

(注)自己株式297,882株は「個人その他」に2,978単元及び「単元未満株式の状況」に82株を含めて記載しております。
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（６）【大株主の状況】
 

  2022年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己株式を
除く。）の総数に対する
所有株式数の割合（％）

山本　久子 東京都渋谷区 2,423 20.88

山本　庸一 東京都世田谷区 1,922 16.56

原田　千鶴子 東京都世田谷区 159 1.37

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１-６-１ 141 1.22

石川　貴章 北海道札幌市西区 130 1.12

井元　英裕 東京都港区 124 1.07

品川　次郎 東京都渋谷区 100 0.86

伊藤　緑朗 東京都杉並区 95 0.82

ＹＫＴ社員持株会 東京都渋谷区代々木５－７－５ 93 0.81

渡邊　紘子 東京都東大和市 85 0.74

計 ────── 5,275 45.45

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己株式）

－ －
普通株式 297,800

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,569,600 115,696 －

単元未満株式 普通株式 39,480 － －

発行済株式総数  11,906,880 － －

総株主の議決権  － 115,696 －

 

②【自己株式等】

    2022年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

ＹＫＴ株式会社 渋谷区代々木５－７－５ 297,800 － 297,800 2.50

計 － 297,800 － 297,800 2.50
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

株主総会（－年－月－日）での決議状況

（取得期間　－年－月－日～－年－月－日）
－ －

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 116 41,140

残存授権株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) － －

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) － －

（注）当期間における取得自己株式には、2023年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 297,882 － 297,882 －

（注）当期間における保有自己株式数には、2023年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要課題と認識し、安定した経営基盤の確保と株主資本利益率の向上に

努めるとともに、安定的な配当を継続して行うことを基本方針としております。

　当社は、「毎年６月30日を基準日として、取締役会の決議によって中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めており、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の

決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当事業年度の配当につきましては、上記の方針に基づき財務内容及び業績水準等を勘案し、１株当たり8円の配当

（中間配当なし）を実施することを決定しました。

　内部留保資金につきましては、経営体質の強化並びに事業展開に向けての投資、事業開発活動に活用し、事業拡大

に努めてまいる所存であります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）

2023年３月27日
92,871 8

定時株主総会決議
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方

当社は、公正で透明性の高い経営を行うことを基本方針として掲げており、コーポレート・ガバナンスの充実が

会社の持続的成長、企業価値向上及び社会的使命維持のための重要な経営課題であると認識しております。

 

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

イ．企業統治体制の概要

・当社は監査役会設置会社であり、取締役４名（うち社外取締役１名）、監査役３名（うち社外監査役２名）を

選任しております。

・取締役会は、議長である代表取締役井元英裕、常務取締役柳崇博、取締役山本庸一及び社外取締役尾野恭史の

合計４名で構成されており、毎月１回の定例取締役会のほか、必要に応じて臨時に開催し、当社の経営に関わ

る重要事項の審議ならびに意思決定を行うとともに、業務執行の監督を行います。また、取締役会にはすべて

の監査役が出席し、取締役の業務執行の状況を監査できる体制となっております。

・監査役会は、常勤監査役渡邊勉、社外監査役鈴木啓文及び社外監査役田口雄の計３名で構成されており、監査

役は取締役会への出席及び決裁書類の閲覧等により、取締役会の意思決定過程及び取締役の業務執行状況を監

督しております。監査役会は必要に応じて適宜開催し、監査に関する重要事項を審議、決定しております。

ロ．当該体制を採用する理由

当社は、監査役会設置会社の形態を採用し、監査役、監査役会に法令上与えられている監査権限を十分に発揮

させることが重要と考え、取締役の職務執行の適法性に関する監査機能の充実を図っております。

なお、提出日現在における当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要図は以下の通りです。
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③　企業統治に関するその他の事項

イ．内部統制システムの整備の状況

取締役会で決議した「内部統制システム構築の基本方針」に基づき、企業倫理規程等の整備を行い、全役職員

への法令・定款の遵守に努めております。

また、内部統制システムの一つとして、専任スタッフによる内部監査室を設置し、全ての部門からの独立性の

立場から社内業務監査を実施しております。

その他、必要に応じて弁護士等よりコーポレート・ガバナンス体制、法律・法令等について公正かつ適切な助

言、指導を受けております。

ロ．リスク管理体制の整備の状況

リスク管理体制につきましては、内部監査による報告ならびに、各部署からの報告を経営本部の判断により、

リスクの情報管理を行っております。また、法律的な判断、専門知識が必要な場合は弁護士又は専門家より適正

な助言、指導を行う体制になっております。

ハ．業務の適正を確保するための体制

1)　当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

a.企業倫理規程をはじめとするコンプライアンス体制にかかる規程を、取締役及び使用人が法令・定款及び

社会規範を遵守した行動をとるための行動規範とする。

b.取締役の中からコンプライアンス担当取締役を選定し、全社横断的なコンプライアンス体制の整備及び問

題点の把握に努める。

コンプライアンス担当取締役は経営本部と連携の上、コンプライアンスの状況を審議し、その結果を取締

役会に報告する。

各業務担当取締役は各業務部門固有のコンプライアンスリスクを分析し、その対策を具体化する。

c.内部監査室を設置し、内部監査規程に則り年間計画を策定、内部監査を実施する。実施報告書を作成し、

業務改善事項の助言及び勧告を行う。

d.取締役ならびに監査役がコンプライアンス上の問題を発見した場合は、速やかに総務部に報告する。

 

2)　当社の取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制

　文書規程に従い、取締役の職務執行にかかる情報を文書または電磁的媒体（以下、文書等という。）に記

録し、保存する。取締役及び監査役は文書等を閲覧できるものとする。

 

3)　当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ及び輸出管理等にかかるリスクについてはそれ

ぞれの担当部署にて、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものと

し、組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応は経営本部が行うものとする。

 

4)　当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役の職務の執行の効率化を図るためシステムを構築する。

a.職務権限・意思決定ルールの策定

b.事業部門ごとの業務目標と予算の設定とＩＴを活用した月次・四半期業績管理の実施

c.取締役会による月次業績のレビューと改善策の実施

 

5)　当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制ならびに子会社の取締役等の

職務の執行にかかる事項の当社への報告に関する体制

　グループのセグメント別の事業に関して責任を負う取締役を任命し、法令遵守体制、リスク管理体制を構

築する権限と責任を与えており、経営本部はこれらを横断的に推進し管理する。

 

6)　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、

その使用人の当社取締役からの独立性に関する事項ならびに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関

する事項

　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役は監査役会と協議の上、内部監査

室員を監査役を補助すべき使用人として指名することができる。監査役が指定する補助すべき期間中は、指

名された使用人への指揮権は監査役に移譲されたものとし、取締役の指揮命令は受けないものとする。
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7)　当社ならびに子会社の取締役及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告する

ための体制その他の監査役への報告に関する体制

　監査役と協議の上、監査役に報告すべき事項を定める規程を制定し、この規程に基づき、取締役は次に定

める事項を報告する。

a.会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項

b.毎月の経営状況

c.内部監査状況及びリスク管理に関する重要な事項

d.重大な法令・定款違反

e.そのほかコンプライアンス上重要な事項

 

8)　前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体

制

　当社ならびに当社の子会社は、内部通報制度の利用を含む監査役への報告を行ったグループ全社の取締

役、使用人に対して、当該報告をしたことを理由とする不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グ

ループの取締役及び使用人に周知徹底する。

 

9)　当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きその他の職務の執行について

生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求をした場合は、当該請求に

係る費用または債務が当該監査役の職務の遂行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用ま

たは債務を処理するものとする。通常の監査費用以外に、緊急の監査費用、専門家を利用する新たな調査費

用が発生する場合においては、監査役は事前に通知するものとする。

 

10)　その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は代表取締役社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催する。

 

11)　財務報告の信頼性を確保するための体制

　財務報告の信頼性の確保及び金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出に向け内部統

制システム構築を行うとともに、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行う。

 

12)　反社会的勢力排除に向けた体制

　反社会的勢力排除に向けた体制を構築し、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切関

わりをもたず、また不当な要求に対しては、断固としてこれを拒否する。

 

ニ．役員を被保険者として締結している役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、当社の取締役及び監査役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険

契約を保険会社との間で締結しております。すべての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しており

ます。当該保険契約により、被保険者がその地位に基づいて行った行為（不作為を含む）に起因して損害賠償請

求された場合の法律上の損害賠償金および訴訟費用が補償されることとしております。ただし、被保険者の職務

の執行の適正性が損なわれないようにするため、法令違反の行為であることを認識して行った行為の場合には補

償の対象としないこととしております。

 

ホ．取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。

へ．取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、株主総会において議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以上にあ

たる株式を有する株主が出席し、その議決権の過半数の決議をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款に

定めております。

ト．自己株式の取得

当社は、機動的な資本政策を遂行することが可能となるよう、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役

会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

 

チ．中間配当
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当社は、株主への機動的な利益還元の実施を可能とするため、会社法第454項第５項の規定に基づき、取締役

会の決議によって中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

リ．株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めてお

ります。これは、特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的するもので

あります。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性　7名　女性　－名　（役員のうち女性の比率－％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役社長 井元　英裕 1952年２月25日生

1977年４月 山本機械通商株式会社入社

1977年10月 当社設立　営業本部技術課

2011年１月 第一営業本部営業技術部長

2011年３月 取締役第一営業本部長

2014年３月 常務取締役

2015年４月 代表取締役社長（現任)
　

（注）３ 124

常務取締役

営業本部長
柳　　崇博 1959年10月29日生

1982年４月 当社入社

2014年１月 第一営業本部長代理

2014年３月 取締役第一営業本部長

2015年１月 取締役営業本部長

2018年３月 常務取締役営業本部長（現任)
　

（注）３ 60

取締役

経営本部長
山本　庸一 1963年５月21日生

2005年４月 当社入社

2012年１月 業務課長

2018年１月 経営本部長補佐室長兼総務部長

2018年３月 取締役経営本部長（現任）
　

（注）３ 1,922

取締役 尾野　恭史 1971年３月８日生

2001年10月 第二東京弁護士会登録

2006年３月 当社監査役

2017年３月 取締役（現任）
　

（注）３ －

常勤監査役 渡邊　　勉 1957年６月７日生

1983年10月 当社入社

2008年１月 第一営業本部名古屋支店長

2021年４月 営業本部営業技術課顧問

2022年３月 常勤監査役（現任）
　

（注）４ 18

監査役 鈴木　啓文 1951年５月19日生

1977年４月 日本曹達株式会社　入社

2001年４月 Novus International Inc.(米国）

取締役

2007年４月 日本曹達株式会社 研究管理部長

2012年６月 三和倉庫株式会社 常勤監査役

2017年３月 当社監査役（現任）
　

（注）４ －

監査役 田口　　雄 1951年９月22日生

1970年４月 東京国税局入局

2006年７月 町田税務署長

2011年７月 東京国税局　調査第二部長

2012年９月 税理士

2018年３月 当社監査役（現任）
　

（注）４ －

計 2,126

（注）１．取締役　尾野　恭史は、社外取締役であります。

　２．監査役　鈴木　啓文及び田口　雄は、社外監査役であります。

　３．2022年３月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

　４．2022年３月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

 

②　社外役員の状況

当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。

社外取締役の尾野恭史氏とは、当社との間には人的関係または取引関係その他の利害関係はありません。同氏

は弁護士であり、その高度な専門知識と豊富な経験、幅広い見識を有しており、当社のコーポレートガバナンス

の強化に期待できるため、社外取締役として選任しております。なお、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として同取引所に届け出ております。

社外監査役の鈴木啓文氏とは、当社との間には人的関係または取引関係その他の利害関係はありません。同氏

は長年にわたる事業法人における経営企画業務や海外法人の役員としての豊富な実務経験と見識を有しており、

客観的立場で当社の監査に期待できることから、社外監査役に選任しております。
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社外監査役の田口雄氏とは、当社との間には人的関係または取引関係その他の利害関係はありません。同氏は

税理士であり、税理士として税務及び財務会計の専門知識を有しており、その高い見識と幅広い経験が当社の監

査に期待できることから、社外監査役に選任しております。

当社の社外取締役、社外監査役を選任するための独立性に関する明文化された基準はありませんが、東京証券

取引所の独立役員の独立性に関する判断基準を参考に選任しております。

 

③　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

当社は、社外取締役及び社外監査役が、独立した立場から経営への監督と監視を的確かつ有効に実行できる体

制を構築するため、内部監査部門との連携のもと、必要に応じ資料の提供や事情説明を行う体制をとっておりま

す。また、その体制をスムーズに進行させるため、常勤監査役が内部監査部門と密にし十分な情報収集を行って

おります。

会計監査との連携につきましては、会計監査を担当している東光監査法人による監査計画及び監査結果の報告

会に監査役（社外監査役含む）が出席するとともに、適時、同法人との意見交換を行っております。

 

 

（３）【監査の状況】

①　監査役監査の状況

当社は、監査役会設置会社であり、常勤監査役1名および社外監査役2名により構成されております。監査役会

の定める監査基準および分担に従い、取締役の職務執行ならびに当社および国内外グループ子会社の業務や財政

状況を監査しております。各監査役は、定期的に開催する監査役会にて職務の遂行について協議を行うととも

に、取締役会やその他の重要な会議への出席、取締役との意思疎通、重要な決裁書類の閲覧を行い、必要に応じ

て各拠点への実地監査を行い情報収集しております。また内部統制システムについては、担当部門よりその整備

状況および運用状況について定期的に報告を受けております。会計監査人についても、適正な監査を実施してい

るかを検証し、その執行状況について定期的に報告と説明を受けております。また常勤監査役は、当社が制定す

る「内部通報制度」の窓口として、当社および国内外グループ子会社全役職員からの内部通報を受け付けており

ます。

なお、社外監査役田口雄は税理士であり、税務及び財務会計に関する相当程度の知見を有しております。

当事業年度における監査役会の開催状況は以下の通りです。

 

氏　　名 開催回数 出席回数

前田　永司 ３回 ３回

渡邊　　勉 ８回 ８回

鈴木　啓文 11回 11回

田口　　雄 11回 11回

 

②　内部監査の状況

　内部監査につきましては、専任スタッフ１名を置いた内部監査室を設置しております。内部監査規程に則り、

年間計画を立て実行しております。その中で改善すべき事項があれば、勧告書により改善勧告をします。被監査

部門の責任者は勧告に対し回答書により改善状況を報告し、内部監査室において改善実施状況の確認を行ってお

ります。また、内部監査室と監査役は相互に情報交換を図るとともに、会計監査人とも連携して監査機能の充実

を図っております。

③　会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

東光監査法人

ｂ．継続監査期間

14年間

ｃ．業務を執行した公認会計士

指定社員　業務執行社員　佐藤　明充

指定社員　業務執行社員　勝　伸一郎
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ｄ．監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士６名であります。

ｅ．監査法人の選定方針と理由

監査法人の選定には、監査法人の品質管理の状況、独立性及び専門性、監査体制の整備等を勘案し決定して

おります。なお、当社の監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認めら

れる場合に、監査役全員の同意により解任いたします。

ｆ．監査役及び監査役会による会計監査人の評価

当社の監査役及び監査役会は、監査法人に対して監査チームの独立性、適切性、グルーブ監査、不正リスク

への対応等について評価した結果、東光監査法人が適切に監査を行っていると評価しております。

④　監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 23,700 － 23,700 －

連結子会社 － － － －

計 23,700 － 23,700 －

 

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（ａ．を除く）

該当事項はありません。

 

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 

ｄ．監査報酬の決定方針

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針について明確な方針は設けておりませんが、監査公認会

計士から監査計画（監査方針、監査項目、監査予定時間等）の説明を受けた後、その内容及び報酬見積もりの額

について、前期実績評価を踏まえ、前期の計画と実績・報酬総額・時間当たり報酬単価等とを比較検討した上で

監査役会の同意を得て報酬額を決定しております。

 

ｅ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

当社の監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適

切であるか検証した上で、会計監査人の報酬等について同意の判断をしております。

 

（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額または算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社の取締役の報酬限度額は、2004年６月23日開催の第27期定時株主総会決議において固定報酬枠を年額

300,000千円以内、業績連動報酬枠として50,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）としており、

監査役の報酬限度額も同株主総会決議において年額60,000千円以内としております。提出日現在において、こ

れら支給枠に基づく報酬等の支給対象となる役員は、取締役４名、監査役３名であります。

役員区分ごとの報酬等の額に関する考え方及び算定方法の決定に関する事項は、以下の通りです。

（取締役）

取締役の報酬につきましては、各取締役の職責や役位に応じて支給する固定報酬と経常利益や経営計画に対

する達成度を指標とした業績連動報酬により構成されております。

取締役の個人別の報酬額等については、その決定方針は取締役会で決議することとし、各取締役の職責を踏

まえた適正な水準とすることを基本方針としております。取締役会の委任を受けた代表取締役社長井元英裕が

基本方針に従い、株主総会で決議された報酬限度内で各取締役と協議の上、各取締役の職責、貢献度、業績等

を考慮して算定し、社外役員が過半数を占める任意の諮問機関である人事・報酬委員会で諮った上で決定する

方針としております。代表取締役社長に権限を委任した理由は、代表取締役社長が当社の経営状況を最も熟知

し、各取締役の担当業務の評価を行うことに適していると判断したためであります。

当事業年度の固定報酬の金額につきましては2018年４月13日開催の取締役会にて決議しております。

業績連動報酬は事業年度の経常利益の5％以内の年額換算額（上限50,000千円、下限0円）としており、その

ほか経営計画に対する達成状況等を勘案し決定しておりますが、当該指標を業績連動報酬に係る指標としてい
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る理由といたしましては、経常利益は企業価値を評価する基準の一つとして一般的に定着していること、経営

計画に対する達成状況は、企業価値の持続的な向上を図るための経営指標としている為であります。

なお、当事業年度の経営計画における経常利益目標は447百万円であり、実績は778百万円でありました。

当事業年度の業績連動報酬の金額につきましては2023年1月20日開催の取締役会にて決議しております。

当事業年度の個人別報酬額については、人事・報酬委員会で、職責、貢献度、業績等を考慮して決定されて

いることを確認しているため、当該内容は決定方針に沿うものと判断しております。

なお、社外取締役につきましては業務執行から独立した立場であることを鑑み、固定報酬のみとしておりま

す。

（監査役）

監査役の報酬等の額は、常勤監査役と非常勤監査役の別、業務の分担状況等を勘案して、監査役会での協議

により決定しております。なお、監査役につきましては、独立性の確保の観点から、固定報酬のみとしており

ます。

 

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

役員の員数

（人）固定報酬 業績連動報酬

取締役

（社外取締役を除く）
126,200 91,200 35,000 3

監査役

（社外監査役を除く）
12,000 12,000 － 2

社外役員 19,200 19,200 － 3

（注）役員ごとの報酬等の総額につきましては、１億円以上を支給している役員はありませんので記載を省略し

ております。

 

（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、専

ら株式の価値の変動又は株式に係る配当によって利益を受けることを目的とする株式を純投資目的である投資

株式としており、それ以外を純投資目的以外の投資株式としております。

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法ならびに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検

証の内容

当社は、顧客及び取引先との安定的・長期的な取引の維持・強化の観点から、当社の中長期的な企業価値

の向上に資すると判断される場合に株式を保有することがあります。保有する株式については、取締役会に

おいて、保有意義や当社の資本コストに対し配当金、関連取引収益などが見合っているかなどの経済的合理

性を検証しております。検証の結果、保有の妥当性が認められない場合には、縮減するなどの見直しをして

まいります。

 

ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

非上場株式 3 2,428

非上場株式以外の株式 6 267,913

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（千円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 － － －

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（千円）
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非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 － －

 

ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

日進工具㈱
80,000 80,000 主として工作機械の販売先であり、安定

的な取引関係の維持・強化のため
無

82,400 126,160

㈱みずほフィナン

シャルグループ

38,948 38,948
主要取引金融機関であり、株式会社みず

ほ銀行との間で資金借入等の銀行取引を

行っており、取引関係の維持・強化のた

め

無

72,287 56,980

㈱ハマイ
45,700 45,700 主として工作機械の販売先であり、安定

的な取引関係の維持・強化のため
無

45,471 40,764

ニチコン㈱
30,000 30,000 主として電子機器の販売先であり、安定

的な取引関係の維持・強化のため
無

36,780 37,890

㈱三菱ＵＦＪフィナ

ンシャル・グループ

28,000 28,000
主要取引金融機関であり、株式会社三菱

ＵＦＪ銀行との間で資金借入等の銀行取

引を行っており、取引関係の維持・強化

のため

無

24,892 17,497

ダイジェット工業㈱
7,400 7,400 主として工作機械の販売先であり、安定

的な取引関係の維持・強化のため
無

6,082 6,978

（注）定量的な保有効果については記載することが困難でありますが、取締役会において、当事業年度末日を基準

として保有意義や経済的合理性を検証しております。

 

みなし保有株式

該当事項はありません。

 

③　保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。

 

④　保有目的を変更した投資株式

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１.連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）に

基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２.監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2022年１月１日から2022年12月31日ま

で）の連結財務諸表及び事業年度（2022年１月１日から2022年12月31日まで）の財務諸表について、東光監査法人によ

り監査を受けております。

３.連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、連結財務諸表等の適正性を確保できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し

ております。また、専門的情報を有する団体等が主催する研修会等への参加及び専門誌等の購読により、連結財務諸表

等の適正性を確保するための情報把握に努めております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
 

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2021年12月31日)

当連結会計年度
(2022年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,261,519 3,228,051

受取手形及び売掛金 ※３ 2,113,670 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － ※２,※３ 2,316,828

電子記録債権 ※３ 188,157 ※３ 345,258

商品 3,446,040 2,076,984

未収消費税等 1,012,325 1,060,324

その他 253,519 306,271

貸倒引当金 △4,659 △2,396

流動資産合計 10,270,574 9,331,322

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,422,673 1,442,167

減価償却累計額 △516,678 △551,629

建物及び構築物（純額） 905,995 890,538

土地 1,189,738 1,189,738

その他 262,391 272,169

減価償却累計額 △218,959 △207,758

その他（純額） 43,431 64,410

有形固定資産合計 2,139,166 2,144,687

無形固定資産 5,276 4,845

投資その他の資産   

投資有価証券 288,698 270,341

投資不動産 1,894,822 1,907,475

減価償却累計額 △199,074 △227,999

投資不動産（純額） 1,695,747 1,679,475

繰延税金資産 135,716 149,820

その他 ※１ 83,802 ※１ 83,478

投資その他の資産合計 2,203,965 2,183,115

固定資産合計 4,348,408 4,332,648

資産合計 14,618,983 13,663,971

 

EDINET提出書類

ＹＫＴ株式会社(E02932)

有価証券報告書

31/82



 

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2021年12月31日)

当連結会計年度
(2022年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※３ 1,264,090 ※３ 1,061,287

短期借入金 800,000 －

１年内返済予定の長期借入金 1,148,518 1,108,088

未払法人税等 167,814 218,992

前受金 1,102,045 356,429

その他 329,562 409,361

流動負債合計 4,812,031 3,154,158

固定負債   

長期借入金 ※４,※５ 2,548,242 ※４,※５ 2,351,824

退職給付に係る負債 288,187 305,584

その他 36,319 57,896

固定負債合計 2,872,749 2,715,304

負債合計 7,684,780 5,869,463

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,389,836 1,389,836

資本剰余金 1,997,995 1,997,995

利益剰余金 3,374,530 4,172,467

自己株式 △86,526 △86,567

株主資本合計 6,675,836 7,473,733

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 111,847 103,798

繰延ヘッジ損益 14,814 17,864

為替換算調整勘定 106,613 152,350

その他の包括利益累計額合計 233,275 274,013

非支配株主持分 25,090 46,761

純資産合計 6,934,202 7,794,508

負債純資産合計 14,618,983 13,663,971
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】
 

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2021年１月１日
　至　2021年12月31日)

当連結会計年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

売上高 15,682,548 ※１ 22,079,859

売上原価 ※２ 13,208,077 ※２ 18,721,886

売上総利益 2,474,470 3,357,973

販売費及び一般管理費 ※３ 2,013,093 ※３ 2,350,093

営業利益 461,376 1,007,879

営業外収益   

受取利息 6,780 7,360

受取配当金 8,372 8,564

仕入割引 104,238 116,580

為替差益 － 25,783

不動産賃貸料 89,480 98,400

補助金収入 23,431 37,242

助成金収入 31,800 －

その他 6,504 4,718

営業外収益合計 270,609 298,651

営業外費用   

支払利息 28,327 27,075

為替差損 16,691 －

不動産賃貸費用 50,201 41,116

その他 2,154 1,778

営業外費用合計 97,374 69,970

経常利益 634,611 1,236,560

特別損失   

投資有価証券評価損 7,447 －

特別損失合計 7,447 －

税金等調整前当期純利益 627,164 1,236,560

法人税、住民税及び事業税 252,369 366,642

法人税等調整額 △57,612 △4,700

法人税等合計 194,757 361,942

当期純利益 432,407 874,617

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に

帰属する当期純損失（△）
△4,234 18,634

親会社株主に帰属する当期純利益 436,641 855,983
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【連結包括利益計算書】
 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　2021年１月１日
　至　2021年12月31日)

当連結会計年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

当期純利益 432,407 874,617

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 13,481 △8,049

繰延ヘッジ損益 10,021 3,049

為替換算調整勘定 94,432 45,737

その他の包括利益合計 ※ 117,936 ※ 40,737

包括利益 550,343 915,355

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 554,649 893,684

非支配株主に係る包括利益 △4,306 21,671
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,389,836 1,997,995 2,995,934 △86,472 6,297,295

当期変動額      

剰余金の配当   △58,046  △58,046

親会社株主に帰属する当期
純利益   436,641  436,641

自己株式の取得    △54 △54

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 378,595 △54 378,541

当期末残高 1,389,836 1,997,995 3,374,530 △86,526 6,675,836

 

       

 その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

 
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 98,365 4,793 12,180 115,339 29,396 6,442,031

当期変動額       

剰余金の配当      △58,046

親会社株主に帰属する当期
純利益      436,641

自己株式の取得      △54

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

13,481 10,021 94,432 117,936 △4,306 113,629

当期変動額合計 13,481 10,021 94,432 117,936 △4,306 492,171

当期末残高 111,847 14,814 106,613 233,275 25,090 6,934,202
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当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,389,836 1,997,995 3,374,530 △86,526 6,675,836

当期変動額      

剰余金の配当   △58,045  △58,045

親会社株主に帰属する当期
純利益   855,983  855,983

自己株式の取得    △41 △41

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 797,937 △41 797,896

当期末残高 1,389,836 1,997,995 4,172,467 △86,567 7,473,733

 

       

 その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

 
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 111,847 14,814 106,613 233,275 25,090 6,934,202

当期変動額       

剰余金の配当      △58,045

親会社株主に帰属する当期
純利益      855,983

自己株式の取得      △41

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△8,049 3,049 45,737 40,737 21,671 62,408

当期変動額合計 △8,049 3,049 45,737 40,737 21,671 860,305

当期末残高 103,798 17,864 152,350 274,013 46,761 7,794,508
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
 

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2021年１月１日
　至　2021年12月31日)

当連結会計年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 627,164 1,236,560

減価償却費 59,874 57,413

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,463 △2,263

未払賞与の増減額（△は減少） 133,590 3,690

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △3,977 17,396

受取利息及び受取配当金 △15,153 △15,925

支払利息 28,327 27,075

売上債権の増減額（△は増加） 255,370 －

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） － △343,447

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,802,596 1,420,308

その他の流動資産の増減額（△は増加） △15,834 21,766

仕入債務の増減額（△は減少） △193,601 △243,717

未収消費税等の増減額（△は増加） △434,127 △44,546

前受金の増減額（△は減少） 731,498 △767,984

その他の流動負債の増減額（△は減少） 17,112 38,280

その他 75,505 △44,235

小計 △534,382 1,360,369

利息及び配当金の受取額 15,171 15,943

利息の支払額 △28,999 △26,502

法人税等の支払額 △161,440 △326,740

法人税等の還付額 － 15,722

営業活動によるキャッシュ・フロー △709,651 1,038,792

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △37,872 △13,707

有形固定資産の売却による収入 － 373

無形固定資産の取得による支出 △58 △250

投資不動産の取得による支出 － △12,652

差入保証金の回収による収入 16,806 －

その他 6,072 5,684

投資活動によるキャッシュ・フロー △15,050 △20,551

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 800,000 －

短期借入金の純増減額（△は減少） － △800,000

長期借入れによる収入 900,000 950,000

長期借入金の返済による支出 △1,134,908 △1,186,848

自己株式の取得による支出 △54 △41

配当金の支払額 △58,867 △58,296

その他 △9,118 △9,735

財務活動によるキャッシュ・フロー 497,052 △1,104,921

現金及び現金同等物に係る換算差額 74,105 53,212

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △153,545 △33,468

現金及び現金同等物の期首残高 3,415,065 3,261,519

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 3,261,519 ※ 3,228,051
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数　4社

主要な連結子会社の名称

微科帝（上海）国際貿易有限公司

微科帝貿易股份有限公司

サンインスツルメント㈱

YKT(Thailand)Co.,Ltd.

（2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

YKT　Europe　GmbH

 （連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社（YKT　Europe　GmbH）は当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

全ての連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

（市場価格のない株式等以外のもの）

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

（市場価格のない株式等）

移動平均法に基づく原価法

②　デリバティブ

時価法

③　棚卸資産

商品（機械本体）

個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

商品（部品類）

個別法に基づく原価法、ただし、一部移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物　　３年～50年
その他　　　　　　３年～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、ソフトウエア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（３～10年）による定額

法を採用しております。
③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
④　投資不動産

建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法、その
他は定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は10年～50年であります。

(3)重要な引当金の計上基準
　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(4)退職給付に係る会計処理の方法
当社及び国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
(5)重要な収益及び費用の計上基準

顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収
益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
電子機器、工作機械、測定機器及び産業機械の国内販売については、顧客が検収を完了した時点で、顧

客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、検収時点で収益を
認識しております。電子機器の輸出販売については、主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づ
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きリスク負担が顧客に移転した時点で収益を認識しております。光電子装置については、主に商品が顧客
へ引き渡された時点で顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していること
から引き渡し時点で収益を認識していますが、一部の取引において、顧客との契約において検収条件があ
る場合は検収時点で収益を認識しております。
部品については、商品が顧客へ引き渡された時点で顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が

充足されると判断して収益を認識しております。国内販売においては、出荷時点と顧客への引き渡し時点
に重要な差異がないため、出荷時点で収益を認識しており、輸出販売においては、貿易条件に基づきリス
ク負担が顧客に移転した時点で収益を認識しております。
技術サービスについては、作業が完了し、顧客が作業完了を確認した時点で、履行義務が充足されると

判断していることから、顧客による作業完了確認時点で収益を認識しております。
取引の対価については、履行義務を充足してから概ね１年以内に受領するため、重要な金融要素は含ん

でおりません。

(6)重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。
為替予約が付されている外貨建金銭債務については、振当処理を行っております。また、特例処理の要

件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　為替予約、金利スワップ
ヘッジ対象　　外貨建予定取引、外貨建金銭債務、借入金

③　ヘッジ方針
為替予約取引は、外貨建営業取引に係る輸入実績等を踏まえ、為替相場の変動リスクを回避する目的で

行っております。金利スワップ取引は、金利の将来変動や借入の期間等を踏まえ、市場金利の変動リスク
を回避する目的で行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
為替予約は、為替予約と外貨建予定取引及び外貨建金銭債務の重要な条件が同一であるため、ヘッジ有

効性の評価を省略しております。また、特例処理によっている金利スワップについても、ヘッジ有効性の
評価を省略しております。

(7)重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。なお、在外子会社の資産及び負債は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及
び費用は期中平均為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含め
て計上しております。

(8)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス
クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
 
 

（重要な会計上の見積り）

繰延税金資産の回収可能性

（1）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

繰延税金資産　前連結会計年度　135,716千円

当連結会計年度　149,820千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

繰延税金資産は、将来減算一時差異のうち将来の税金負担額を軽減すると判断した範囲内で計上しており

ます。当該判断にあたっては、主に将来の事業計画を基に見積った課税所得を使用しております。

事業計画の策定には、事業計画作成時点における受注残、将来の受注見込等に基づき、売上高等を見積っ

ております。なお、当連結会計年度においては国内外での経済活動の正常化により、顧客の設備投資需要が

急速に回復いたしましたが、翌連結会計年度においては、その反動により中国市場を中心に設備投資需要は

落ち着きを見せるものと仮定して計画を策定しております。

また、新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、徐々に行動制限が緩和され、経済活動も正常化

に向かっております。そのため当社グループへの影響は限定的であり、翌連結会計年度以降においても著し

い状況の悪化はないものと仮定して、関連する会計上の見積りを行っております。

当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動等によって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課

税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結財務諸表において、繰延税金資産の

金額に重要な影響を与える可能性があります。
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（会計方針の変更）

（収益認識基準に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を適用した場合の影響額を、当連結会計年度の期首の

利益剰余金に加減し、当期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項

に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額

を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示して

いた「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示してお

ります。また、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」に表示していた「売上債権の増減額（△は増加）」は、当連結会計年度より「売上債権及び契約資産の

増減額（△は増加）」含めて表示しております。ただし、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱

いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。

　この結果、当連結会計年度の損益、利益剰余金の当期首残高及び１株当たり情報に与える影響はありませ

ん。

　なお、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に係る「収益認識関

係」注記については記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を将来にわたって適用しております。これによる連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。

　また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行う

ことといたしました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号

2019年７月４日）第７-４項に定める経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前連結会計年度に係るものに

ついては記載しておりません。

 

（連結貸借対照表関係）

※１．非連結子会社に対するものは次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2021年12月31日）
当連結会計年度

（2022年12月31日）

投資その他の資産「その他」 55,008千円 55,008千円

 

※２　受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、次のとお

りであります。

 
当連結会計年度

（2022年12月31日）

受取手形 8,705千円

売掛金 2,211,918

契約資産 96,205

 

※３．連結会計年度末日満期手形等の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理しており

ます。なお、連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形等が連

結会計年度末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（2021年12月31日）
当連結会計年度

（2022年12月31日）

受取手形 1,240千円 －千円

電子記録債権 6,138千円 4,325千円

支払手形 29,179千円 35,044千円

 

※４．コミットメント期間付タームローン契約
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　当社は本社建物の建設資金を安定的に調達するため、取引銀行２行と個別にコミットメント期間付ター

ムローン契約を締結しております。

　連結会計年度末におけるコミットメント期間付タームローン契約に係る借入未実行残高等は次のとおり

であります。

 
前連結会計年度

（2021年12月31日）
当連結会計年度

（2022年12月31日）

コミットメント期間付タームローンの総額 1,000,000千円 1,000,000千円

借入実行残高 1,000,000千円 1,000,000千円

差引額 －千円 －千円

 

※５．財務制限条項

前連結会計年度
（2021年12月31日）

当連結会計年度
（2022年12月31日）

　当社は、新本社建物の建設資金を安定的に調達するた

め、取引銀行２行と総額1,000百万円のコミットメント期

間付タームローン契約を締結しております。

　コミットメント期間付タームローン契約は、以下の財務

制限条項が付されております。

　みずほ銀行との契約については、各年度の決算期の末日

における貸借対照表における純資産の部の金額が、2018年

12月に終了する決算期の末日または当該決算期の直前の決

算期の末日における貸借対照表における純資産の部の金額

のいずれか大きい方の75％以上に維持する。

　三菱ＵＦＪ銀行との契約については、各年度の決算期の

末日における連結の貸借対照表における純資産の部の合計

額が、2017年12月決算期の末日における純資産の部の合計

額又は前年度決算期の末日における純資産の部の合計額の

いずれか大きい方の75％以上に維持する。

　当社は、新本社建物の建設資金を安定的に調達するた

め、取引銀行２行と総額1,000百万円のコミットメント期

間付タームローン契約を締結しております。

　コミットメント期間付タームローン契約は、以下の財務

制限条項が付されております。

　みずほ銀行との契約については、各年度の決算期の末日

における貸借対照表における純資産の部の金額が、2018年

12月に終了する決算期の末日または当該決算期の直前の決

算期の末日における貸借対照表における純資産の部の金額

のいずれか大きい方の75％以上に維持する。

　三菱ＵＦＪ銀行との契約については、各年度の決算期の

末日における連結の貸借対照表における純資産の部の合計

額が、2017年12月決算期の末日における純資産の部の合計

額又は前年度決算期の末日における純資産の部の合計額の

いずれか大きい方の75％以上に維持する。

 

６．当座貸越契約

　当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締

結しております。

　当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2021年12月31日）
当連結会計年度

（2022年12月31日）

当座貸越極度額の総額 1,250,000千円 1,550,000千円

借入実行残高 800,000千円 －千円

差引額 450,000千円 1,550,000千円

 

７．偶発債務

　次の会社について株主間協定に基づく株式買取保証を行っております。

　MHCB　Consulting　(Thailand)　Co.,Ltd.

 
前連結会計年度

（2021年12月31日）
当連結会計年度

（2022年12月31日）

株式買取保証 THB 1,040,000（3,650千円） THB1,040,000（4,035千円）
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（連結損益計算書関係）

※１．顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。

顧客との契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生

じる収益を分解した情報」に記載しております。

 

※２．期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれ

ております。

前連結会計年度
（自　2021年１月１日

　　至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日

　　至　2022年12月31日）

16,409千円 24,128千円

 

※３．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2021年１月１日
　　至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日

　　至　2022年12月31日）

従業員給与手当 649,416千円 671,486千円

従業員賞与 325,144千円 472,913千円

旅費交通費 83,208千円 125,157千円

退職給付費用 44,612千円 45,890千円

貸倒引当金繰入額 2,463千円 △2,263千円

 

 

（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2021年１月１日
至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日
至　2022年12月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 12,271千円 △18,356千円

組替調整額 4,487 －

税効果調整前 16,758 △18,356

税効果額 △3,277 10,307

その他有価証券評価差額金 13,481 △8,049

繰延ヘッジ損益：   

当期発生額 14,489 3,953

税効果調整前 14,489 3,953

税効果額 △4,468 △904

繰延ヘッジ損益 10,021 3,049

為替換算調整勘定：   

当期発生額 94,432 45,737

その他の包括利益合計 117,936 40,737
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 11,906,880 － － 11,906,880

合計 11,906,880 － － 11,906,880

自己株式     

普通株式　　（注） 297,582 184 － 297,766

合計 297,582 184 － 297,766

　（注）普通株式の自己株式数は、単元未満株式の買取請求による買取により184株増加しております。

 

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年３月25日

 定時株主総会
普 通 株 式 58,046 5.00 2020年12月31日 2021年３月26日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2022年３月28日

 定時株主総会
普通株式 58,045 利益剰余金 5.00 2021年12月31日 2022年３月29日
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当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 11,906,880 － － 11,906,880

合計 11,906,880 － － 11,906,880

自己株式     

普通株式　　（注） 297,766 116 － 297,882

合計 297,766 116 － 297,882

　（注）普通株式の自己株式数は、単元未満株式の買取請求による買取により116株増加しております。

 

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年３月28日

 定時株主総会
普 通 株 式 58,045 5.00 2021年12月31日 2022年３月29日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2023年３月27日

 定時株主総会
普通株式 92,871 利益剰余金 8.00 2022年12月31日 2023年３月28日

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　2021年１月１日
至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日
至　2022年12月31日）

現金及び預金勘定 3,261,519千円 3,228,051千円

現金及び現金同等物 3,261,519千円 3,228,051千円

 

 

（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　有形固定資産

事務機器等であります。

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　（2）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、事業遂行上の設備投資等に必要となる資金については主として自己資金を充当すると

ともに、銀行等金融機関からの借入により調達しております。また、一時的な余資は主に安全性の高い金

融資産で運用し、投機的な取引は行わない方針であります。デリバティブ取引については、後述するリス

クを回避する目的で行っております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産、電子記録債権は顧客の信用リスクに晒されております。

一部、営業取引に際し前受金を受け入れ、信用リスクの軽減を図っております。また、海外で事業を遂行す

るにあたり生じる海外向けの営業債権については、円建取引とすることで為替変動リスクの回避を図ってお

ります。

未収消費税等は、１年以内の還付予定であります。

投資有価証券は、主として業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク又は取引先の

信用リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが５ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建の

営業債務については為替の変動リスクに晒されておりますが、一部を除き先物為替予約を利用してヘッジし

ております。

また、借入金については運転資金及び本社建物建設資金の調達を目的としており、期間は運転資金が最長

で８年、建設資金は16年であります。このうち一部は、金利変動のリスクに晒されておりますが、デリバ

ティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。

未払法人税等は、そのほぼ全てが２ヶ月以内に納付期限が到来するものであります。

デリバティブ取引は、外貨建の営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物予約取

引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であります。なお、

ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法については、前述の

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(6)重要なヘッジ会計の方

法」をご参照下さい。

（3）金融商品に関するリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、業務規程に従い、営業債権について営業本部及び業務部が主要な取引先の状況を定期的にモニ

タリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期

把握や軽減を図っております。

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクは

ほとんどないと認識しております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し市況や取引先企

業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

外貨建の営業債務に係る為替変動リスクについては、為替相場の状況に応じて必要に応じ、月別に把握

された為替の変動リスクに対して先物為替予約を利用してヘッジしております。

デリバティブ取引の執行及び管理については、取引権限等を定めた経理規程及び業務規程に従い、金利

スワップ取引は財務部、為替先物予約取引は業務部において行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき財務部門において適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、必

要とされる手許流動性を維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。

 

EDINET提出書類

ＹＫＴ株式会社(E02932)

有価証券報告書

45/82



 

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前連結会計年度（2021年12月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

　　投資有価証券（*3） 286,270 286,270 －

資産計 286,270 286,270 －

　　長期借入金 2,548,242 2,527,865 △20,376

負債計 2,548,242 2,527,865 △20,376

（*1）「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「電子記録債権」、「未収消費税等」、「支払手形及び買掛

金」、「短期借入金」、「１年内返済予定の長期借入金」及び「未払法人税等」については、現金であること、

及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（*2）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

（*3）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「投資有価

証券」には含めておりません。

（単位：千円）
 

区分
前連結会計年度

（2021年12月31日）

非上場株式 2,428

 

当連結会計年度（2022年12月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

　　投資有価証券（*3） 267,913 267,913 －

資産計 267,913 267,913 －

　　長期借入金 2,351,824 2,321,323 △30,500

負債計 2,351,824 2,321,323 △30,500

（*1）「現金及び預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「電子記録債権」、「未収消費税等」、「支払手形及

び買掛金」、「短期借入金」、「１年内返済予定の長期借入金」及び「未払法人税等」については、現金である

こと、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（*2）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

（*3）非上場株式については、市場価格がない株式等であることから、「投資有価証券」には含めておりません。

（単位：千円）
 

区分
当連結会計年度

（2022年12月31日）

非上場株式 2,428
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（注）１．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2021年12月31日）

 
１年以内
（千円）

現金及び預金 3,261,519

受取手形及び売掛金 2,113,670

電子記録債権 188,157

未収消費税等 1,012,325

 

当連結会計年度（2022年12月31日）

 
１年以内
（千円）

現金及び預金 3,228,051

受取手形、売掛金及び契約資産 2,316,828

電子記録債権 345,258

未収消費税等 1,060,324

 

２．短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2021年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 800,000 － － － － －

長期借入金 1,148,518 868,096 584,736 325,656 90,576 679,178

合計 1,948,518 868,096 584,736 325,656 90,576 679,178

 

当連結会計年度（2022年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 1,108,088 824,728 547,342 210,576 155,576 613,602

合計 1,108,088 824,728 547,342 210,576 155,576 613,602

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
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　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2022年12月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

　その他有価証券     

　　　　　　株式 267,913 － － 267,913

資産計 267,913 － － 267,913

 

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度（2022年12月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 2,321,323 － 2,321,323

負債計 － 2,321,323 － 2,321,323

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を

レベル１の時価に分類しております。

長期借入金

　長期借入金の時価は元金利の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価

値により算定しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（2021年12月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 279,292 122,714 156,577

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 279,292 122,714 156,577

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 6,978 6,978 －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 6,978 6,978 －

合計 288,698 129,693 156,577

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　2,428千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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当連結会計年度（2022年12月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 261,830 122,714 139,116

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 261,830 122,714 139,116

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 6,082 6,978 △895

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 6,082 6,978 △895

合計 267,913 129,693 138,220

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　2,428千円）については、市場価格がない株式等であることから、上表の

「その他有価証券」には含めておりません。

 

２．売却したその他有価証券

該当事項はありません。

 

３．減損処理を行った有価証券

前連結会計年度において、有価証券について7,447千円（その他有価証券の株式7,447千円）減損処理を

行っております。

当連結会計年度において、減損処理を行った有価証券はありません。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行っております。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

前連結会計年度（2021年12月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（2022年12月31日）

該当事項はありません。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1)通貨関連

前連結会計年度（2021年12月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額等のう
ち１年超

（千円）

時価
（千円）

為替予約等の
振当処理

為替予約取引     

買建     

米ドル 買掛金 136,131 － －

スイス・フラン 買掛金 786,525 14,029 －

ユーロ 買掛金 263,446 － －

スウェーデン・
クローナ

買掛金 22,165 － －

合計 1,208,269 14,029 －

(注)為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理されているため、その時価
は、当該買掛金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度（2022年12月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額等のう
ち１年超

（千円）

時価
（千円）

為替予約等の
振当処理

為替予約取引     

売建     

ユーロ 売掛金 55,774 － －

買建     

米ドル 買掛金 208,024 － －

スイス・フラン 買掛金 1,037,782 － －

ユーロ 買掛金 273,265 － －

スウェーデン・
クローナ

買掛金 40,163 － －

合計 1,615,010 － －

(注)為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金、買掛金と一体として処理されているため、
その時価は、当該売掛金、買掛金の時価に含めて記載しております。

 
(2)金利関連

前連結会計年度（2021年12月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
（千円）

金利スワップの

特例処理

金利スワップ取引

変動受取・固定支払
 長期借入金 886,760 516,800  （注）

(注)金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ
の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度（2022年12月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
（千円）

金利スワップの

特例処理

金利スワップ取引

変動受取・固定支払
 長期借入金 1,086,800 731,840  （注）

(注)金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ
の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

前連結会計年度（自 2021年１月１日 至 2021年12月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けているほか、確定拠出年金制度を採用しております。

当社及び連結子会社が有する退職一時金制度では勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退

職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

 
 

２．簡便法を適用した確定給付制度

（1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 

退職給付に係る負債の期首残高 273,521千円

退職給付費用 27,536千円

退職給付の支払額 △12,870千円

退職給付に係る負債の期末残高 288,187千円

 

（2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

 

非積立型制度の退職給付債務 288,187千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 288,187千円

  

退職給付に係る負債 288,187千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 288,187千円

 

（3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 27,536千円

 

３．確定拠出制度

確定拠出制度への要拠出額は、17,075千円であります。
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当連結会計年度（自 2022年１月１日 至 2022年12月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けているほか、確定拠出年金制度を採用しております。

当社及び連結子会社が有する退職一時金制度では勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退

職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

 
 

２．簡便法を適用した確定給付制度

（1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 

退職給付に係る負債の期首残高 288,187千円

退職給付費用 28,733千円

退職給付の支払額 △11,336千円

退職給付に係る負債の期末残高 305,584千円

 

（2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

 

非積立型制度の退職給付債務 305,584千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 305,584千円

  

退職給付に係る負債 305,584千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 305,584千円

 

（3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 28,733千円

 

３．確定拠出制度

確定拠出制度への要拠出額は、17,156千円であります。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2021年12月31日）
 

当連結会計年度
（2022年12月31日）

繰延税金資産    

未払事業税 11,101千円 14,068千円

未払社会保険料 6,807  7,004

未払賞与 44,254  39,045

商品評価損 33,668  39,806

退職給付に係る負債 88,737  94,118

減価償却超過額 1,627  1,207

投資有価証券評価損 30,850  30,850

子会社株式評価損 70,109  70,109

その他 12,485  1,968

繰延税金資産小計 299,642  298,178

　評価性引当額 △112,450  △106,198

　繰延税金資産合計 187,192  191,980

    

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 44,730  34,422

その他 6,745  7,737

繰延税金負債合計 51,475  42,159

    

繰延税金資産の純額 135,716  149,820

 

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（2021年12月31日）
 

当連結会計年度
（2022年12月31日）

法定実効税率 30.62%  30.62%

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.07  0.78

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.09  △0.01

住民税均等割 1.13  0.57

子会社税率差異 △2.17  △1.92

評価性引当額の増減 △0.02  △0.81

その他 0.51  0.04

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.05  29.27
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（資産除去債務関係）

当社グループは、事務所の不動産賃貸借契約に基づく退去時における原状回復義務を資産除去債務として認識

しておりますが、当該債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

なお、当連結会計年度末における資産除去債務は、負債計上に代えて、不動産賃貸契約に関連する敷金の回収

が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、当連結会計年度の負担に属する金額を費用に計上す

る方法によっております。

 

 

（賃貸等不動産関係）

　当社では、東京都において本社ビルの一部である賃貸用のオフィスビル（土地を含む）及び大阪府において大

阪支店ビルの一部である賃貸用住宅を所有しております。前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃

貸損益は39,279千円（賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）であります。当連結会計年

度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は57,283千円（賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸費用は営業外

費用に計上）であります。

　なお、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）

  

　前連結会計年度
（自　2021年１月１日
至　2021年12月31日）

 

　当連結会計年度
（自　2022年１月１日
至　2022年12月31日）

 

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 1,724,981 1,695,747

 期中増減額 △29,233 △16,272

 期末残高 1,695,747 1,679,475

期末時価 1,681,770 1,645,231

 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

　　　２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な減少額は減価償却によるもの（29,233千円）であります。当連

結会計年度の主な増加額は大阪支店ビル器具備品の新規取得によるもの（11,072千円）、主な減少額は減

価償却によるもの（28,924千円）であります。

　　　３．連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額によってお

ります。なお、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じてい

ない場合については、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

（単位：千円）
 

 

報告セグメント

合計
電子機器及び
工作機械等

光電子装置

電子機器 13,545,402 － 13,545,402

工作機械 3,647,953 － 3,647,953

測定機器 427,891 － 427,891

産業機械 335,316 － 335,316

光電子装置 － 889,740 889,740

部品・技術サービス 3,233,554 － 3,233,554

顧客との契約から生じる収益 21,190,118 889,740 22,079,859

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 21,190,118 889,740 22,079,859

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「注記事項（連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項）４．会計方針に関する事項（5）重要な収益及び費用の計上基準」に同一の内容を

記載しているため注記を省略しております。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会

計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時

期に関する情報

当連結会計年度における顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高は以下のとおりであり

ます。

（単位：千円）

 当連結会計年度

 期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 2,113,670 2,220,623

契約資産 － 96,205

契約負債 1,102,045 356,429

　契約資産は、輸出販売において、主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客

に移転した時点で収益を認識しておりますが、そのうち対価に対する無条件の権利を有さないものでありま

す。契約資産は、対価に対する権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられま

す。

　契約負債は、主に顧客との契約について、顧客から受け取った前受金に関するものであります。契約負債

は、収益の認識に伴い取り崩されます。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象としている

ものであります。

　当社グループは、主として、電子部品実装機を中心とした電子機器や金属加工目的の工作機械等の生産

設備及び製品の形状測定を行う測定機器の販売、ならびに光通信、レーザー関連の光電子装置の販売を

行っており、これらの事業を行っている当社グループの親会社及び子会社を基礎とした製品別のセグメン

トから構成した事業セグメントを集約した「電子機器及び工作機械等」と「光電子装置」を報告セグメン

トとしております。

　「電子機器及び工作機械等」は、主として国内メーカーの電子部品実装機（チップマウンタ、ＬＣＤボ

ンダ等）等の電子機器の販売、海外メーカーの工作機械（工具研削盤、特殊研削盤等）、測定機器、産業

機械等の生産設備の販売をしております。

　「光電子装置」は、光通信関連の光アンプとその他部品、研究用レーザー機器及びレーザー加工装置等

の販売をしております。
 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理方法は「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグ

メント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

    （単位：千円）

 
電子機器及び

工作機械等
光電子装置 計

調整額
（注）1

連結財務諸表計

上額

（注）2

売上高      

外部顧客への売上高 14,944,824 737,724 15,682,548 - 15,682,548

セグメント間の内部

売上高又は振替高
150 8,790 8,940 △8,940 -

計 14,944,974 746,514 15,691,488 △8,940 15,682,548

セグメント利益 374,262 84,354 458,616 2,760 461,376

セグメント資産 14,246,225 381,029 14,627,255 △8,272 14,618,983

その他の項目      

減価償却費 54,777 5,097 59,874 - 59,874

（注）１．セグメント利益の調整額にはセグメント間取引消去2,760千円が含まれております。

　　２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

    （単位：千円）

 
電子機器及び

工作機械等
光電子装置 計

調整額
（注）1

連結財務諸表計

上額

（注）2

売上高      

外部顧客への売上高 21,190,118 889,740 22,079,859 － 22,079,859

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 11,385 11,385 △11,385 －

計 21,190,118 901,125 22,091,244 △11,385 22,079,859

セグメント利益 898,294 106,825 1,005,119 2,760 1,007,879

セグメント資産 13,205,978 457,992 13,663,971 － 13,663,971

その他の項目      

減価償却費 52,676 4,736 57,413 － 57,413

（注）１．セグメント利益の調整額にはセグメント間取引消去2,760千円が含まれております。

　　２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

【関連情報】

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円）

　日本 中国 　台湾 　その他 　合計

4,471,637 10,394,901 706,765 109,244 15,682,548

　（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

WINLONG INTERNATIONAL LIMITED 8,304,144 電子機器及び工作機械等

 

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円）

　日本 中国 　台湾 　その他 　合計

6,663,484 13,492,924 1,333,720 589,729 22,079,859

　（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。
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３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

SHANGHAI HENGWANG MECHINERY
TECHNOLOGY CO.

7,971,525 電子機器及び工作機械等

WINLONG INTERNATIONAL LIMITED 3,354,831 電子機器及び工作機械等

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

　該当事項はありません。

 

 

（１株当たり情報）

 
　前連結会計年度

（自　2021年１月１日
至　2021年12月31日）

　当連結会計年度
（自　2022年１月１日
至　2022年12月31日）

 

１株当たり純資産額
　

 

595.15円
　

 

667.39円
　 

１株当たり当期純利益金額
　

 

37.61円
　

 

73.73円
　 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
　

 

－円
　

 

－円
　

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　2021年１月１日
至　2021年12月31日)

当連結会計年度
(自　2022年１月１日
至　2022年12月31日)

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益金額（千円） 436,641 855,983

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益金額（千円） 436,641 855,983

期中平均株式数（株） 11,609,234 11,609,086
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（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

 

 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 800,000 －  －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,148,518 1,108,088 0.719 －

１年以内に返済予定のリース債務 3,983 10,603 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 2,548,242 2,351,824 0.783 2024年～2038年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 9,752 31,376 － 2024年～2027年

その他有利子負債 － － － －

計 4,510,496 3,501,891 － －

　（注）１．平均利率については期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．変動利率のものについては、当連結会計年度末の利率を利用しております。

４．リース債務のうち１年以内に返済予定のものは、連結貸借対照表上、流動負債「その他」に、返済予定が１

年を超えるものは固定負債「その他」に含めて計上しております。

５．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定

額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 824,728 547,342 210,576 155,576

リース債務 10,603 10,603 8,325 1,843

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 3,820,659 9,571,811 15,516,816 22,079,859

税金等調整前四半期（当期）純利益金額（千円） 274,953 557,122 917,026 1,236,560

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益金額（千円） 186,194 376,922 652,424 855,983

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 16.04 32.47 56.20 73.73

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額（円） 16.04 16.43 23.73 17.53
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(2021年12月31日)
当事業年度

(2022年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,107,677 1,854,831

受取手形 ※３ 30,638 3,366

電子記録債権 ※３ 188,157 ※３ 345,258

売掛金 ※２ 2,291,906 －

売掛金及び契約資産 － ※２ 2,215,440

商品 2,721,529 1,734,400

前渡金 100,102 155,998

前払費用 8,721 10,323

未収入金 ※２ 1,034,448 ※２ 1,074,084

その他 25,579 42,961

貸倒引当金 △5,099 △2,600

流動資産合計 8,503,662 7,434,066

固定資産   

有形固定資産   

建物 893,625 879,180

構築物 11,929 10,962

工具、器具及び備品 15,090 10,261

土地 1,189,738 1,189,738

リース資産 12,503 38,163

有形固定資産合計 2,122,889 2,128,307

無形固定資産   

電話加入権 4,247 4,247

ソフトウエア 637 221

無形固定資産合計 4,884 4,469

投資その他の資産   

投資有価証券 288,698 270,341

関係会社株式 53,126 53,126

関係会社出資金 139,616 139,616

関係会社長期貸付金 115,850 81,170

長期貸付金 13,150 8,720

長期前払費用 - 3,901

投資不動産 1,695,747 1,679,475

繰延税金資産 116,940 128,720

その他 5,362 5,042

投資その他の資産合計 2,428,493 2,370,115

固定資産合計 4,556,267 4,502,892

資産合計 13,059,929 11,936,958
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(2021年12月31日)
当事業年度

(2022年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 ※３ 305,932 ※３ 193,772

買掛金 ※２ 924,120 ※２ 847,304

短期借入金 800,000 －

１年内返済予定の長期借入金 1,110,956 1,062,236

リース債務 3,983 10,603

未払金 1,049 19,923

未払費用 211,099 224,493

未払法人税等 143,300 191,803

前受金 782,912 275,684

預り金 15,164 22,567

その他 1,774 1,523

流動負債合計 4,300,292 2,849,910

固定負債   

長期借入金 ※４,※５ 2,448,142 ※４,※５ 2,255,906

リース債務 9,752 31,376

退職給付引当金 272,988 288,716

その他 26,566 26,520

固定負債合計 2,757,449 2,602,519

負債合計 7,057,741 5,452,429

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,389,836 1,389,836

資本剰余金   

資本準備金 1,373,361 1,373,361

資本剰余金合計 1,373,361 1,373,361

利益剰余金   

利益準備金 123,650 123,650

その他利益剰余金   

別途積立金 1,217,000 1,217,000

繰越利益剰余金 1,858,777 2,339,921

利益剰余金合計 3,199,427 3,680,571

自己株式 △86,526 △86,567

株主資本合計 5,876,099 6,357,202

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 111,847 103,798

繰延ヘッジ損益 14,240 23,528

評価・換算差額等合計 126,088 127,327

純資産合計 6,002,187 6,484,529

負債純資産合計 13,059,929 11,936,958
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②【損益計算書】
 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　2021年１月１日
　至　2021年12月31日)

当事業年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

売上高 ※１ 14,575,907 ※１ 19,663,467

売上原価 ※１ 12,995,046 ※１ 17,439,331

売上総利益 1,580,861 2,224,135

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 1,429,480 ※１,※２ 1,643,453

営業利益 151,380 580,681

営業外収益   

受取利息 ※１ 1,776 ※１ 1,407

受取配当金 8,372 48,564

仕入割引 104,238 116,580

為替差益 4,608 1,639

不動産賃貸料 89,480 98,400

助成金収入 31,800 －

その他 ※１ 10,551 ※１ 8,829

営業外収益合計 250,828 275,422

営業外費用   

支払利息 26,158 25,347

不動産賃貸費用 50,201 41,116

その他 1,665 964

営業外費用合計 78,025 67,428

経常利益 324,183 788,675

特別損失   

投資有価証券評価損 7,447 －

特別損失合計 7,447 －

税引前当期純利益 316,736 788,675

法人税、住民税及び事業税 160,382 255,056

法人税等調整額 △48,878 △5,571

法人税等合計 111,504 249,485

当期純利益 205,231 539,189
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

      (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 1,389,836 1,373,361 1,373,361 123,650 1,217,000 1,711,591 3,052,241

当期変動額        

剰余金の配当      △58,046 △58,046

当期純利益      205,231 205,231

自己株式の取得        

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

       

当期変動額合計 － － － － － 147,185 147,185

当期末残高 1,389,836 1,373,361 1,373,361 123,650 1,217,000 1,858,777 3,199,427

 

       

 株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

 自己株式
株主資本合
計

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額
等合計

当期首残高 △86,472 5,728,968 98,365 4,862 103,228 5,832,196

当期変動額       

剰余金の配当  △58,046    △58,046

当期純利益  205,231    205,231

自己株式の取得 △54 △54    △54

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

  13,481 9,378 22,859 22,859

当期変動額合計 △54 147,131 13,481 9,378 22,859 169,991

当期末残高 △86,526 5,876,099 111,847 14,240 126,088 6,002,187
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当事業年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

      (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 1,389,836 1,373,361 1,373,361 123,650 1,217,000 1,858,777 3,199,427

当期変動額        

剰余金の配当      △58,045 △58,045

当期純利益      539,189 539,189

自己株式の取得        

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

       

当期変動額合計 － － － － － 481,144 481,144

当期末残高 1,389,836 1,373,361 1,373,361 123,650 1,217,000 2,339,921 3,680,571

 

       

 株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

 自己株式
株主資本合
計

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額
等合計

当期首残高 △86,526 5,876,099 111,847 14,240 126,088 6,002,187

当期変動額       

剰余金の配当  △58,045    △58,045

当期純利益  539,189    539,189

自己株式の取得 △41 △41    △41

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

  △8,049 9,287 1,238 1,238

当期変動額合計 △41 481,102 △8,049 9,287 1,238 482,341

当期末残高 △86,567 6,357,202 103,798 23,528 127,327 6,484,529
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式

移動平均法に基づく原価法

②その他有価証券

（市場価格のない株式等以外のもの）

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

（市場価格のない株式等）

移動平均法に基づく原価法

（2）デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

（3）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　商品

　（機械本体）

　　個別法に基づく原価法

　（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　（部品類）

　　個別法に基づく原価法、ただし一部移動平均法に基づく原価法

　（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　　３年～50年

構築物　　　　　　　　　　　10年～20年

工具、器具及び備品　　　　　３年～15年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

　なお、ソフトウエア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（３～５年）による定額法

を採用しております。

(3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4）投資不動産

　建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法、その他

は定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は10年～50年であります。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。
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４．収益及び費用の計上基準

　顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益

を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

　電子機器、工作機械、測定機器及び産業機械の国内販売については、顧客が検収を完了した時点で、顧客

が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、検収時点で収益を認識

しております。電子機器の輸出販売については、主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリス

ク負担が顧客に移転した時点で収益を認識しております。

　部品については、商品が顧客へ引き渡された時点で顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充

足されると判断して収益を認識しております。国内販売においては、出荷時点と顧客への引き渡し時点に重

要な差異がないため、出荷時点で収益を認識しており、輸出販売においては、貿易条件に基づきリスク負担

が顧客に移転した時点で収益を認識しております。

　技術サービスについては、作業が完了し、顧客が作業完了を確認した時点で、履行義務が充足されると判

断していることから、顧客による作業完了確認時点で収益を認識しております。

　取引の対価については、履行義務を充足してから概ね１年以内に受領するため、重要な金融要素は含んで

おりません。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

 

（重要な会計上の見積り）

繰延税金資産の回収可能性

（1）当事業年度の財務諸表に計上した金額

繰延税金資産　前事業年度　116,940千円

当事業年度　128,720千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）繰延税金資産の回収可能性」に記載した内容と同一

であります。

 

（会計方針の変更）

（収益認識基準に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を適用した場合の影響額を、当事業年度の期首の繰越利益

剰余金に加減し、当期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定

める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識し

た契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

　収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「売

掛金」は、当事業年度より「売掛金及び契約資産」に含めて表示しております。ただし、収益認識会計基準第

89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法により組替えを行っておりま

せん。

　この結果、当事業年度の損益、繰越利益剰余金の当期首残高及び１株当たり情報に与える影響はありませ

ん。

　なお、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度に係る「収益認識関係」

注記については記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める

新たな会計方針を将来にわたって適用しております。これによる財務諸表に与える影響はありません。
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（貸借対照表関係）

　１．偶発債務

①　次の関係会社について金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

サンインスツルメント㈱

 
前事業年度

（2021年12月31日）
当事業年度

（2022年12月31日）

債務保証 91,302千円 100,870千円

 

 

②　次の会社について株主間協定に基づく株式買取保証を行っております。

MHCB　Consulting　(Thailand)　Co.,Ltd.

 
前事業年度

（2021年12月31日）
当事業年度

（2022年12月31日）

株式買取保証 THB 1,040,000（3,650千円） THB1,040,000（4,035千円）

 

 

※２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（2021年12月31日）
当事業年度

（2022年12月31日）

短期金銭債権 441,160千円 204,510千円

短期金銭債務 144,666千円 139,172千円

 

 

※３．期末日満期手形等の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理しております。な

お、期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が事業年度末残高に含まれておりま

す。

 
前事業年度

（2021年12月31日）
当事業年度

（2022年12月31日）

受取手形 954千円 －千円

電子記録債権 6,138千円 4,325千円

支払手形 29,179千円 35,044千円

 

 

※４．コミットメント期間付タームローン契約

　当社は、本社建物の建設資金を安定的に調達するため、取引銀行２行と個別にコミットメント期間付

タームローン契約を締結しております。

　事業年度末におけるコミットメント期間付タームローン契約に係る借入未実行残高は次のとおりであり

ます。

 
前事業年度

（2021年12月31日）
当事業年度

（2022年12月31日）

コミットメント期間付タームローンの総額 1,000,000千円 1,000,000千円

借入実行残高 1,000,000千円 1,000,000千円

差引額 －千円 －千円
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※５．財務制限条項

前事業年度
（2021年12月31日）

当事業年度
（2022年12月31日）

　当社は、新本社建物の建設資金を安定的に調達するた

め、取引銀行２行と総額1,000百万円のコミットメント期

間付タームローン契約を締結しております。

コミットメント期間付タームローン契約は、以下の財務

制限条項が付されております。

　みずほ銀行との契約については、各年度の決算期の末

日における貸借対照表における純資産の部の金額が、

2018年12月に終了する決算期の末日または当該決算期の

直前の決算期の末日における貸借対照表における純資産

の部の金額のいずれか大きい方の75％以上に維持する。

　三菱ＵＦＪ銀行との契約については、各年度の決算期

の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の

合計額が、2017年12月決算期の末日における純資産の部

の合計額又は前年度決算期の末日における純資産の部の

合計額のいずれか大きい方の75％以上に維持する。

　当社は、新本社建物の建設資金を安定的に調達するた

め、取引銀行２行と総額1,000百万円のコミットメント期

間付タームローン契約を締結しております。

コミットメント期間付タームローン契約は、以下の財務

制限条項が付されております。

　みずほ銀行との契約については、各年度の決算期の末

日における貸借対照表における純資産の部の金額が、

2018年12月に終了する決算期の末日または当該決算期の

直前の決算期の末日における貸借対照表における純資産

の部の金額のいずれか大きい方の75％以上に維持する。

　三菱ＵＦＪ銀行との契約については、各年度の決算期

の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の

合計額が、2017年12月決算期の末日における純資産の部

の合計額又は前年度決算期の末日における純資産の部の

合計額のいずれか大きい方の75％以上に維持する。

 

 

　６．当座貸越契約

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結しておりま

す。

　当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2021年12月31日）
当事業年度

（2022年12月31日）

当座貸越極度額の総額 1,200,000千円 1,500,000千円

借入実行残高 800,000千円 －千円

差引額 400,000千円 1,500,000千円

 

 

（損益計算書関係）

※１．関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　2021年１月１日
至　2021年12月31日）

当事業年度
（自　2022年１月１日
至　2022年12月31日）

営業取引による取引高   

　売上高

　仕入高

1,627,572千円

449,705千円

1,008,027千円

631,105千円

　販売費及び一般管理費 27,250千円 24,917千円

営業取引以外の取引による取引高 6,679千円 6,398千円
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※２．販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度54.1％、当事業年度56.1％、一般管理費に属する費

用のおおよその割合は前事業年度45.9％、当事業年度43.9％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2021年１月１日
　　至　2021年12月31日）

当事業年度
（自　2022年１月１日

　　至　2022年12月31日）

従業員給料及び手当 467,178千円 466,049千円

従業員賞与 164,734千円 275,982千円

旅費交通費 54,977千円 88,144千円

貸倒引当金繰入額 2,799千円 △2,499千円

減価償却費 52,465千円 50,503千円

 

 

（有価証券関係）

　前事業年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

　子会社株式（貸借対照表計上額は関係会社株式53,126千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、記載しておりません。

 

　当事業年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

　子会社株式（貸借対照表計上額は関係会社株式53,126千円）は、市場価格がないことから、記載しておりませ

ん。

 

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2021年12月31日）
 

当事業年度
（2022年12月31日）

繰延税金資産    

未払事業税 9,178千円 12,133千円

未払賞与 41,545  35,387

未払社会保険料 6,379  6,417

商品評価損 20,543  26,023

繰延資産 4,902  3,720

退職給付引当金 83,588  88,405

減価償却超過額 843  677

投資有価証券評価損 30,850  30,850

子会社株式評価損 70,109  70,109

その他 3,092  2,250

繰延税金資産小計 271,034  275,975

　評価性引当額 △103,078  △102,448

繰延税金資産合計 167,955  173,527

    

繰延税金負債    

繰延ヘッジ損益 6,285  10,384

その他有価証券評価差額金 44,730  34,422

繰延税金負債合計 51,015  44,806

    

繰延税金資産の純額 116,940  128,720
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2021年12月31日）
 

当事業年度
（2022年12月31日）

法定実効税率 30.62%  30.62%

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.24  0.34

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.19  △1.45

役員賞与否認額 1.35  1.36

住民税均等割 2.17  0.87

評価性引当額の増減 1.03  △0.08

その他 △0.03  △0.02

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.20  31.63

 

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、財務諸表「（重要な会計方針）４．収益及

び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

 

④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）
 

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却累
計額

有形固定資産 建物 893,625 19,200 － 33,646 879,180 530,591

 構築物 11,929 － － 966 10,962 16,548

 工具、器具及び備品 15,090 1,528 － 6,357 10,261 103,345

 土地 1,189,738 － － － 1,189,738 －

 リース資産 12,503 34,527 － 8,867 38,163 10,034

 計 2,122,889 55,256 － 49,838 2,128,307 660,520

無形固定資産 電話加入権 4,247 － － － 4,247 －

 ソフトウエア 637 250 － 665 221 －

 計 4,884 250 － 665 4,469 －

投資その他の

資産
投資不動産 1,695,747 12,652 － 28,924 1,679,475 227,999

 計 1,695,747 12,652 － 28,924 1,679,475 227,999

（注）１．建物の増加は、デモンストレーションセンターにおける建物3,200千円、名古屋支店における
　　　　　建物附属設備16,000千円の新規取得です。
　　　２．工具器具備品の増加は、東京本社における器具備品の新規取得による1,528千円です。
　　　３．リース資産の増加は、ネットワーク機器とパソコンの新規リース契約による34,527千円です。
　　　４．投資不動産の増加は、大阪賃貸不動産における建物附属設備1,580千円、器具備品11,072千円の
　　　　　新規取得です。

 

 

【引当金明細表】

（単位：千円）
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科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金（流動） 5,099 － 2,499 2,600

 

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

ＹＫＴ株式会社(E02932)

有価証券報告書

73/82



第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日
６月30日

12月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 ─────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に応じて

募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を

有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

１　有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第45期）（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）2022年３月28日関東財務局長に提出

２　内部統制報告書及びその添付書類

2022年３月28日関東財務局長に提出

３　四半期報告書及び確認書

（第46期第１四半期）（自　2022年１月１日　至　2022年３月31日）2022年５月13日関東財務局長に提出

（第46期第２四半期）（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）2022年８月10日関東財務局長に提出

（第46期第３四半期）（自　2022年７月１日　至　2022年９月30日）2022年11月14日関東財務局長に提出

４　臨時報告書

2022年３月31日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。

2023年１月13日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

   2023年３月27日

ＹＫＴ株式会社    

 

取締役会　御中  

 

 東光監査法人  

 　東京都新宿区  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐藤　明充

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 勝　伸一郎

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるYKT株式会社の2022年１月１日から2022年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、YKT

株式会社及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 
 

繰延税金資産の回収可能性に関する判断の妥当性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　会社は、2022年12月31日現在、連結貸借対照表にお

いて、繰延税金資産149,820千円を計上しており、

【注記事項】（重要な会計上の見積り）に関連する開

示を行っている。

　会社は、繰延税金資産を将来減算一時差異のうち将

来の税金負担額を軽減すると判断した範囲内で計上し

ている。回収可能性の判断にあたっては、主に将来の

事業計画を基に見積った課税所得を使用している。

　事業計画の策定には、事業計画作成時点における受

注残、将来の受注見込等に基づき、売上高等を見積っ

ており、中国市場を中心に国内外での設備投資需要や

新型コロナウイルス感染症の影響等経営者の判断を伴

う仮定による影響があるため重要である。

　以上から、当監査法人は、当該会社における繰延税

金資産の回収可能性に関する判断の妥当性が、当連結

会計年度の連結財務諸表監査において特に重要であ

り、 「監査上の主要な検討事項」に該当すると判断し

た。

 

 

 

 

 

 

 

　当監査法人は、会社における繰延税金資産の回収可

能性に関する判断の妥当性を評価するため、主に次の

監査手続を実施した。

 

(1)内部統制の評価

　経営者による繰延税金資産の回収可能性に関する判

断の妥当性に影響する重要な虚偽表示リスクに対応す

る内部統制を理解し、整備及び運用状況の有効性の評

価手続を実施した。なお売上及び経費の予測に関する

仮定の設定を含む内部統制も評価対象としている。

 

(2)課税所得の発生見込みの合理性の評価

　課税所得の発生見込みの算定にあたって採用された

主要な仮定の合理性について、主に以下の手続きを実

施し評価した。

・　課税所得の発生見込みについて、取締役会で承認

された事業計画との整合性を確認した。

・　売上及び経費の予測に使用した重要な仮定につい

て、関連部署の担当者に質問を実施し、入手可能な

関連資料との照合による合理性を検討した。

・　事業計画を分析し、当該計画の合理性及び実現可

能性を評価した。

・　将来減算一時差異の解消見込年度のスケジュール

について、関連する資料の閲覧、突合及び経理責任

者への質問により合理性を検討した。

・　算定された繰延税金資産が合理的な水準になって

いるか定量的評価を行った。

・　中国市場を中心に国内外での設備投資需要や新型

コロナウイルス感染症の影響について経営者と議論

し、収束時期や収束後の市場動向について経営者の

仮定を検討した。

 

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見

に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断

した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁

止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、YKT株式会社の2022年12月31日

現在の内部統制報告書について監査を行った。

　当監査法人は、YKT株式会社が2022年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統制

報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係

る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適

用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任

を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識

別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につ

いて報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　　上

 

 

　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。
２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

   2023年３月27日

ＹＫＴ株式会社    

 

取締役会　御中  

 

 東光監査法人  

 　東京都新宿区  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐藤　明充

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 勝　伸一郎

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるYKT株式会社の2022年１月１日から2022年12月31日までの第46期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、YKT株式

会社の2022年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 
 

繰延税金資産の回収可能性に関する判断の妥当性

　連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（繰延税金資産の回収可能性に関する判断の妥

当性）と同一内容であるため、記載を省略している。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
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　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

 

 

　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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